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はじめに

本稿は2017年9月のドイツ連邦議会選挙とその結果を歴
史的なパースペクティブの中におくことで，ドイツ，そし
てヨーロッパにおける政党デモクラシーの構造と変容を理
解するための論点提示を企図するものである 1．
分析の軸となるのは，国民政党（Volkspartei）という独特

の概念である．この概念の規範的含意と現実との照応を分
析することを通じてドイツ型デモクラシーの特質と変化につ
いて一つの見方を提示する．以下ではまず第一節で，2017年
選挙の結果とその後の連合交渉および政権樹立について略
述する．第二節では国民政党概念の含意を明らかにし，それ
がドイツの戦後デモクラシーの現実とどの程度照応している
かを説明する．ここでは特に，国民政党概念が社会への政
党の浸透という要素を含んでいること，そして二大政党の社
会への浸透が，左右各々の陣営構築の上での中道票上乗せ
という形で実現されたことが強調される．第三節では，1970

年代後半から1980年代前半にかけて頂点を迎えたこの政治
モデルの緩やかな融解を分析する．ここでの分析の焦点は，
時期的には1998年に成立したシュレーダー（G. Schröder）赤
緑連合政権以降の二十年間の変化に，対象は社会民主党と
それを取り巻く状況に絞られる．この20年間，2009年からの
4年間を除いて一貫して政権に参画し，もっとも劇的な党勢
の変化を見た同党には変化が集約的に表れているからであ
る．本節が提示するのは，国民政党概念が重視する社会へ
の浸透という側面の機能喪失が，広範な支持層獲得を通じ
た社会統合というもう一つの側面の機能の遂行をも困難にす
るのではないか，という論点である．最後に本稿の論点を整
理し，より広い比較民主主義分析にとっての含意を確認する．

1.2017年連邦議会選挙の概観

（1）「想定内」の選挙結果と連合交渉
2017年9月24日の連邦議会選挙の結果は，予想外のも

のではなかった 2．メルケル（A. merkel）首相率いるキリ
スト教民主党（CDU/CSU）3は，事前予測を下回るものの
第一党の座を堅持した（得票率32.9%，前回比 -8.6%，全
709議席中246議席）4．第二党社会民主党（SPD）は，長期
低落傾向に歯止めをかけられず戦後最悪の選挙結果を迎え
た（20.5%，-5.2%，153議席）．右派ポピュリスト政党のド
イツのための同盟（AfD）が第三党に躍進し初の連邦議会
入りに成功し（12.6%，+7.9%，94議席），自由民主党（FDP）
（10.7%，+5.9%，80議席），左翼党（Linke）（9.2%，+0.6%，

69議席），緑の党（B90/Grünen）（8.9%，+0.5%，67議席）
が議席を獲得したため，連邦議会には6つの会派が顔をそ
ろえることになった．
メルケル首相続投を軸に連合交渉が開始されたのも想定
の範囲内である．最悪の選挙結果をうけて社民党が下野を
宣言し，キリスト教民主党は自由民主党，緑の党との連合
交渉に入った．キリスト教民主党が自由民主党と長年連合
を組んでいたのは周知の通りだが，緑の党との間でも，こ
の間基礎自治体・州レヴェルでの連合の経験があった．基
礎自治体では早くも1990年代にその例があり，州レヴェ
ルでは2008-2010年のハンブルク，2014年以降のヘッセン
でキリスト教民主党政権に緑の党が参加している．2011年
から緑の党が首相の座を保持するバーデン︲ヴュルテンベ
ルクでは，2016年の州議会選挙の結果，第二党であるキリ
スト教民主党がジュニア・パートナーとして政権に参加し
ている．さらに2016年にはザクセン︲アンハルトにおい
て，キリ民党の首班の下に社民党と緑の党が参加する政権
が成立した．いよいよ連邦でも新しい連合の組み合わせが
試されるかと思われた．
しかし連合交渉は決裂した．しかもその直接の契機は，
自由民主党の拒否であった．一方キリスト教民主党，緑の
党の双方からは，互いの交渉姿勢を評価するコメントが発
されている．これにより，社会民主党との大連合交渉が開
始された．青年部の反対などもあり社民党内の承認が一時
危ぶまれたが，最終的には第4次メルケル政権が大連合と
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して成立した．
選挙結果や政権交渉の動向それ自体は，それほど驚くべ
きものではない．多くの先進国で予想外の選挙・投票結果
が生じたことを考えれば，ドイツ政治は相対的にはなお安
定しているというべきだろう．

（2）ボン共和国の終わり？
とはいえ，想定内とは変化が急激ではないことの謂いに
過ぎない．漸進的な変化も積み重なれば，中期的には大き
な変化となる．この観点からは，2017年選挙に一つの画期
を見ることも出来る．政党政治の運用という観点からは三
つの点が挙げられる．
第一に，政党配置の変化である．会派数が6に増加した

ばかりか，キリ民党，社民党という左右の政権主導勢力が
得票を減じ，合計しても50%をこえる程度にとどまった．
実は比較の観点からすれば，この結果にも驚くべきことは
ない．6という会派数は特に多いわけではなく，第一党・
第二党の合計が50%程度というのもヨーロッパの常態と
なりつつある．ただし，後に検討するが，戦後のドイツ・
デモクラシーの安定は二大政党の安定あってのことである
と認知されているため，この変化は大きく報じられてい
る．
第二に，この変化は政権枠組の変化をもたらしつつあ

る．連邦の政権は「大政党＋小政党」の組み合わせを標準
としてきた．もちろん，西ドイツ時代にも1966年からの3

年間は大連合政権であり，州では大連合のほか3政党（大
＋小＋小）の組み合わせも観察されてきた．しかし，標準
＝規範（Norm）は「大＋小」であるという認識が，政治
アクターや国民の判断枠組みとなっていた．この組み合わ
せがついに不可能となった，という事実は，デモクラシー
を認知・判断する意味空間の揺らぎをもたらしうる．
この裏面に生じているのが大連合の常態化である．仮に
第4次メルケル政権が2021年の次期選挙まで続くとするな
らば，2005年以降の16年間のうち12年間が大連合政権と
いうことになる．オランダやオーストリアのような，多極
共存型デモクラシーの国ならいざ知らず，ドイツは二大政
党間の擬似的首相選出選挙を特徴としてきたデモクラシー
であり，これは大きな転換である．特に今回の選挙後，社
民党が一旦は　　二大勢力競合モデルに相応しく党勢回復
を目論んで　　下野を宣言したにもかかわらず，結果とし
て政権入りを余儀なくされた，という経緯は，政党政治運
用ロジックの大きな変容を感じさせる．
第三に，各党の政策ポジションにも無視できない変化が
ある．キリ民党，社民党の中道化と政策的相違の希薄化に
ついては，量的な変化に過ぎないということも可能であ
り，今後も短期的な変動が見られるかもしれない．しか
し，緑の党がキリスト教民主党との連合交渉に正式に踏み

切り，両党の交渉がおおむねスムーズに運んだ，というこ
とは，同党の中で既に進行していた性格変化を象徴的に印
象付けた．経済政策上は中道に位置しつつ，社会文化政策
軸において特徴を持つ政党となったのである．このこと
は，今後緑の党がキングメーカーとなりうること，左右の
二大勢力を軸とした「陣営選挙」の枠組みが解体していく
ことを意味する．
一方，自民党が党勢を回復したことは，2013年までの同
党の窮状からはやや予想しにくいものだった．メルケル首
相が中道路線をとっていることで，右側に生じた空隙を利
用した形だが，1990年代後半からささやかれていた「オー
ストリア化」，すなわち右傾化路線の明確な選択がありう
るという見解もある．仮にそのようなスタンスで党勢維持
が可能であるならば，ドイツの政党システムに働く力学は
さらに複雑なものとなるであろう．
以上のように，この二十年間に進行しつつあったトレン
ドの顕在化として，2017年選挙はドイツの戦後デモクラ
シーにとって一つの哩程標とみることができる．かつて統
一後の時期に，「ベルリンはもはやボンではない」か否か
が盛んに議論されたが，現実には「ボン」の枠組が政治を
規定し続けてきた．だが統一後四半世紀を過ぎ，建国から
70年近くになり，ついにボン共和国の終わりが視野に
入ってきたのである．次節ではこの点を，政党デモクラ
シーの観点からさらに検討する．

2.「国民政党によるデモクラシー」の定着

「転機」の性格を明らかにするには，（西）ドイツの戦後
デモクラシーがどのようなものであったかを確認すること
が必要である．本節ではこれを国民政党の概念を軸に検討
する 5．

（1）国民政党の概念と規範的要請
ファン・ビーツェンらが指摘するとおり（van Biezen 

2011），戦後ヨーロッパのデモクラシーに共通するのは政
党の公認とその裏面としての公的助成・規制である．ドイ
ツのように，国家機構の中立性のドグマが強く，反多元主
義的な社会像が一定の地歩を占める社会においては，この
ことは大きな意味を持った（Stolleis 1986; klein 1990）．そ
して戦後のドイツのデモクラシー定着にキリ民党，社民党
の左右の二大政党が果たした役割は大きく，民主主義の定
着・機能と組織された綱領的政党が相関するものと観念さ
れてきた．
これを示すのが国民政党の概念である（mintzel 1984; 

Stolleis 1985; Lösche 2009; Wiesenthal 2011）．この語はしば
しば1950年代後半の社民党の路線転換との関連で論じら
れ，階級政党の対義語として位置づけられることが多い．
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特に，ドイツからアメリカへの亡命者であるキルヒハイ
マー（O. kirchheimer）が，西ドイツのキリスト教民主党や
社会民主党の動向を念頭に包括政党（catch-all party）の語
を世に広めたことで，そのような印象は強められている．
しかし比較政治学に定着した包括政党概念と国民政党は
異なる．キルヒハイマー自身も，包括政党のドイツ語表現
としてはAllerweltsparteiの語を用いている（Smith 1982; 

Smith 1984; Padgett 2001）．この語を初めて用いたのはカト
リックの中央党であり，1903年の選挙戦の中であったとい
う（Stolleis 1985, 9）．そしてLehnert （1989）が明らかにす
るとおり，第一次世界大戦後の民主化の中で中道・保守政
党がその民主性を明らかにするために自称することで広
がった．つまり包括性は必ずしも唯一重要な要素というわ
けではない．強調されているのは民衆（Volk）に根ざして
いるという要素であり，戦後の政党論においてもこのイ
メージは大なり小なり前提されている．広いアピールと，
社会に根ざした政党という両面が国民政党概念の核となる
内容なのである．
戦後デモクラシーの確立に際し，国民政党に寄せられた
規範的期待の大きさを同時代の論説にみることができる．
公法学界の中心人物の一人であるショイナー（U. Scheuner）
は1951年の，すなわち二大政党の地位が確立される以前
の論説で，基本法21条に規定された，国民の政治的意思
形成への政党の参画の重要性を確認したうえで，二大政党
制が望ましいものの選挙工学によってそれが実現できるわ
けではないとしつつ，「二党制が機能するための前提は，
二つの大集団が実際に国民的政党であること，すなわち特
定の社会的・経済的グループの代表ではなくすべての国民
諸階層の代表であると自認することである（Scheuner 

1951, 143）」とする．さらに彼は「今日のドイツの政党の
公式党員数の少なさに鑑みれば」基本法21条が十全に機
能するかどうか疑問であるとしていた．つまり彼にとっ
て，政党の包括的指向性と党員数が重要なメルクマール
だったのである．
広いアピールと社会への根付きという二面性は社民党史
の文脈の中で思考し「階級政党から左派国民政党（linke 

Volkspartei」へ」という図式化を行うと見落とされがちだ
が，逆側を見ることで明らかとなる．キリ民党のプログラ
ムについての代表的研究は正面から『国民政党　　キリス
ト教民主同盟の綱領の発展　　』と題している（Buchhaas 

1981）．ここでは戦後のキリ民党が戦前の宗派による亀裂
を越え，プロテスタント保守層をも取り込むものであるこ
とを想起する必要がある．さらに同党の組織変革を扱った
書は『キリスト教民主同盟の現代的国民政党化』と謳う
（Schönbohm 1985）．この著者は，党近代化を推進したガ
イスラー（H. Geißler）のアシスタントも務めていた．中道
右派政党の国民政党化には組織化が必要だったのである．

この「国民政党デモクラシー」を前提にドイツのデモク
ラシーと政党は議論されてきた．たとえば1970年代に既
成政党への批判とさまざまな社会運動の噴出が見られたと
き，そこでの批判は両政党の政策的接近に向けられてお
り，政党が社会にルーツを持つことそれ自体は自明視され
ていた（e.g. Narr 1977）．さらに1980年代以降は政党批判
が広まり，「政党嫌悪」が流行語となるが，それらはいず
れも国民政党が十分に民衆の意思を反映していないとし，
政党の組織化の不足や組織対象の閉塞性を批判するもので
あった．
では政党はこれらの期待に応えたのだろうか．やや逆説
的にも，政党批判の言説の中に，現実の国民政党が果たし
てきた機能を読み取ることができる．新しい社会運動に近
いある政治学者は「国家親和的な共同性を確保するために
……国民政党は発明された」とし，「政権についている国
民政党の中では，党内の…代表を通じて潜在的な紛争のコ
ンセンサスへの変換が起きる…この代表を通じた統合のモ
デルは，1970年代には政権についた社会民主党によって，
現代的な社会的国家主義へとさらに発展していった
（kallscheuer 1989, 91）」と批判する（下線部は原文イタ
リック）．つまり，国民政党はそれ自体統合作用を果たす
ものなのである．したがって「国民政党は，国家理性を自
らのうちで一定程度先取りすることになる（ibid., 92）」と
いう評価が下される．この評価は，批判の意図にもかかわ
らず，先にショイナーを引いて例示した，政党に課せられ
た要請がほぼ遂行されたことを示している．

（2）国民政党の現実
前項では国民政党の規範的次元を検討したが，この項で
は，国民政党の現実を概観する（表1参照）．上述の規範
的期待が実際上もかなりの程度実現されてきたことが明ら
かにされる．
まずマクロな選挙結果を確認する．1949年の第一回連邦
議会選挙以来の，二大政党の得票の合計を見てみよう．
1949年選挙において，キリ民党が第一党となりアデナウ
アー首相を擁して政権の座に就いたが，その際の得票率は
31.0%，議席数は139議席（全401議席）にすぎなかった．
社民党の選挙結果は，29.2%，131議席である．これをスタ
ートに，1950年代にはキリ民党が保守・中道票を吸収し，
ついで1960年代には社民党が党勢を伸ばすことで，二大
国民政党の得票率合計は急速に増加していった．
その趨勢が頂点に達したのが1976年である．現職の社

民党シュミット（H. Schmidt）にキリ民党から46才の若い
州首相コール（H. kohl）が挑戦したこの選挙は接戦とな
り，両政党が激しい動員を行った．その結果，両党は相対
得票率で91.2%を占めるにいたった．投票率は90.7%に達
しており，二大政党の絶対投票率合計も82.0%に達してい
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る．キリ民党は第一党の座を回復したものの（254議席），
社民党と自民党の現職政権連合が合計で僅かに上回り
（264議席），シュミット政権が維持された．この選挙は，
高い投票率，国民政党の圧倒的なプレゼンス，二大政党の
政権をめぐる接戦，大政党＋小政党の政権連合，とボン共
和国の国民政党デモクラシーを象徴する選挙であった．
二大国民政党の発展を党員数データでも確認しておこう

（表2参照）．1950年代には両党とも党員数はそれほど多く
はなく，社民党も60万人程度にとどまっていた．政党へ
の加入が加速するのは1960年代であり，これにはキリ民
党と社民党の政権争いの激化，1950年代の経済の時代から
1960年代の政治の時代への変化，世代の交代により政治

に関心を持つ若者世代の比重が増したことなどが要因とし
て挙げられる．党員数のピークは社民党が1976年の約100

万人，キリ民党が1983年の約90万人である． 党員数から
も1970年代後半から1980年代前半にかけて国民政党の社
会への浸透が頂点に達したことが確認できる．
では国民政党の成功は「包括政党化」の結果だろうか．
確かに1950年代末から1966年までは社民党が政権獲得に
向けて「現実化」路線を歩み，キルヒハイマーが「包括政
党化」論文でこれを批判的に論評した時期である．また
1966年から1969年は，キリ民党のキージンガー（k. 

kiesinger）首相の下で大連合が組まれていた． しばしば注
目されてきた社民党の党勢伸長において，固定的支持層以
外からの票の獲得には重要な意義がある．Pappi （1973）に
よれば，ホワイトカラー層（官吏・職員）からの支持は1953

年のサーヴェイで27%だったものが1972年には50%に達
している．
しかし同じ期間に，ブルーカラーからの支持も48%か

ら66%に増加していることは見落とせない．しかも，プ
ロテスタントの労働者に限れば，1953年段階で支持はすで
に60%に達していたにもかかわらず，1972年には77%に達
していた．さらに政党の好感度の相関をとったところ，キ
リ民党と社民党の値の間には -0.7前後の強い逆相関が，
1961年から1972年の間，一貫して存在していた（Pappi 

1973）．また二大政党の党員数が急増したのは，1969年か
ら社民党・自民党の新しい政権連合が成立し，下野したキ
リ民党との間で激しい政治的対立が見られた，1970年代前
半である．国民政党の浸透は，一定の政治的分極化によっ
て促進されていた．
つまり，西ドイツにおける国民政党は，社会の各階層か
ら得票を同じように得ることを目指すという意味の包括政
党としてではなく，「自らの固定的支持層を最大限動員し
た上で，他の層にもウイングを広げる」政党として定着し
たものだった．これは，1980年代までの西欧の政党システ
ムを検討したBartolini and mair （1990）が，有権者の流動
化を一定範囲で指摘しつつも，全体としては左右のブロッ
ク内での移動にとどまると指摘したことと照応している．
前項では国民政党はそれ自体が，様々な利益や理念の統
合作用を果たすメカニズムである（べきである）という規
範的要請の存在を指摘した．この項で明らかにしたのは，
それに加えて国民政党が，「左と右」という政治における
基本的な構図を保持しながら競合する存在であり，それぞ
れが明確な支持基盤を持つことである．それによって対立
と統合，競合と妥協の相反する要請が満たされ，同時に政
治的安定が担保される．このように，ボン・デモクラシー
は，激しく競合する「左右の国民政党」に小政党が協力す
ることで，明確な左右の相違の感覚と，実際上の安定した
政権運営を可能にするものだったのである．
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表1　二大国民政党の連邦議会選挙結果
年 相対得票率 絶対得票率 投票率

1949 59.2 45.0 78.5
1953 74.0 61.6 86.0
1957 82.0 69.2 87.8
1961 81.5 71.4 87.7
1965 86.9 73.6 86.8
1969 88.8 75.7 86.7
1972 90.7 82.0 91.1
1976 91.2 82.0 90.7
1980 87.4 76.7 88.6
1983 87.0 76.8 89.1
1987 81.3 68.0 84.3
1990 77.3 59.4 77.8
1994 77.9 60.6 79.0
1998 76.0 61.7 82.2
2002 77.0 60.2 79.1
2005 69.4 53.1 77.7
2009 56.8 39.6 70.8
2013 67.2 47.5 71.5
2017 53.4 40.3 76.2

出所：Bundeswahlleiterのデータを基に筆者作成

表2　二大政党党員数の推移
年 キリ民党 社民党 備考

1948 445247 846518
1950 n.a. 684698
1955 247985 589051 キリ民は1953の数値
1960 295905 649578
1965 359070 710448
1970 404240 820202
1975 723073 998471 社民は1976に1022191人
1980 865740 986872 キリ民は1983に919983人
1985 901442 916383
1990 975807 943402 統一による一時的増加
1995 837290 817650
2000 797743 734667
2005 741998 590485
2010 659204 502062
2015 588760 442814

出所：Oskar Niedermayer（2017b）記載のデータを基に筆者作成．



（3）国民政党デモクラシーの黄昏としての1998年政権交代
1980年代前半を頂点に投票率の低落傾向や，二大政党
からの有権者の離反が緩やかに始まった．統一前の1987

年には既に二大政党の占有率は1957年レヴェルにまで
戻っていた．その一因は，1980年に初めて連邦議会選挙に
参加し，1983年に議席獲得に成功した緑の党の存在であ
る．同党の成功はその後の新政党の参入の先駆としての意
味を持つことになる．
さらに1990年の統一により，東ドイツが政党政治の舞

台に含まれることになった．ナチス以降50年以上にわ
たって政党組織が事実上存在していなかった東部地域に，
西側に比肩するような政党組織が復活することはなかっ
た．そのため，二大国民政党の没落は東側を含めた数値で
はさらに明確となる．1990年の統一後初めての選挙では，
占有率は相対得票率で8割を割り，絶対得票率では60%を
下回ることになった．党員数は統一期にごく一時的に増加
したが，その後急減している．
とはいえ，社会への浸透が実態としては弛緩しつつある

にも関わらず，国民政党デモクラシーのフォーマットは維
持されていた．その一つの理由は，吸収可能な範囲に変化
がとどまっていたからであろう．緑の党の成立は，結果と
しては政党政治の構図を大きく変容させるものとはならな
かった．1960年代後半からの新しい社会運動の形成，社民
党への期待と幻滅，党内対立と活動家の離反，といった情
勢を背景に成立した同党は，基本的には「左」陣営内の出
来事にとどまったからである．内部の路線論争の強度が低
下していくにつれ，同党はもう一つの「小」政党として，
国民政党デモクラシーのプレイヤーとなった．
このような観点から見直すならば，1998年選挙とその後
に成立したシュレーダー赤緑連合政権は断絶や革新より
も，連続性の相の下に理解することが適切だろう．
確かに当時の文脈では時代の変化が強調された．1930年
生まれのコールに代わり，1944年生まれで社会主義者青年
同盟の議長経験もあるシュレーダーを筆頭とする，「68年
世代」が多数入閣したことで，統一によって遅れた政治的
革新が取り戻されるかに思われた．左派政党のみからなる
政権，前政権の与党が残留しない完全な政権交代，それぞ
れがドイツ史上初であった．それまでの政権交代において
議会内での政権組み換えが先行し，選挙がそれを追認する
という形であったこととの対比で，選挙民による政権交代
の意義を強調する論評も少なくなかった．政府や議会のベ
ルリン移転がこの時期に行われたため，「ベルリン共和国」
という表現が盛んに用いられたのも特徴である．選挙前の
6月には社会学者ブーデ（H. Bude）が「ベルリン世代：新
しい共和国を準備する」をFrankfurter Allgemeine Zeitung紙
に掲載して話題となり，シュレーダー支持の社民党若手グ
ループは「ネットワーク・ベルリン」なる新フォーラムを

立ち上げ，機関誌として『ベルリン共和国』誌を刊行し
た．
しかし実際にはこの変化もむしろ「ボン共和国」の枠組
みの中にあった．第一に，政権のフォーマットは依然とし
て「国民政党＋1」という従来の形式であった．第二に，
選挙結果は基本的に既存の左右陣営の存在を前提とするも
のであった．「民意によるはじめての政権交代」という評
価もこの認識に基づくものである．勝利した社民党の戦略
も旧来からのそれの延長線上にある．固定支持者層を党首
ラフォンテーヌが動員し，周辺的支持者・浮動票を中道イ
メージの首相シュレーダーがひきつけるという二頭立て戦
略が成功し，固定的支持者層の高い動員に成功したのが，
最大の勝因の一つである 6．第三に，下野したキリ民党は，
定石どおりの党再生に乗り出した．若返りとともに，党の
アイデンティティ確認のために全体としてはやや右に移動
した．43才の副議員団長メルツ（F. merz），1999年に41才
でヘッセン州首相になるコッホ（R. koch）などを中心に，
ネオリベラル色，保守色を強めた政策革新が行われ，政権
掌握時にはできない政策方針の見直しがなされ始めたので
ある．

Blühdorn and Butzlaff （2018）は「ピーク・デモクラ
シー」という表現で戦後デモクラシーを形容する．現在の
デモクラシーがある種の転落として描かれやすいのに対
し，逆に特殊な条件の組み合わせによって「ピーク」が成
立していたと理解するのである．同様にSchedler （1995）
は，政党の制度化の進展がリニアに民主主義の質と相関す
るという見方を批判し，過度に政党が制度化した国　　例
えば1980年代までのオーストリア　　には問題が生じる
として，両者が放物線状の関係にあるものと想定する．
これらにならうならば，今までドイツのデモクラシーに
欠けていた「選挙による完全な政権交代」が1998年に完
遂されたのは，国民政党デモクラシーがピークを過ぎた状
態にあったためであろう．そこでは政党の安定的支持基盤
が残存しつつ，かつてよりは多い浮動層があった．シュ
レーダー社民党はこの「支持基盤の緩み」を捉え，両者を
獲得することで政権交代に成功した．1970年代から1980年
代にかけて，前回選挙と異なる政党に票を投じた有権者は
15%程度だったが，1998年選挙ではそれが24%に増加した
という（Weßels 2011）．
しかし，その後の展開は同時代的には予想できないもの
となった．二大国民政党の基盤が融解し，2005年以降は大
連合が常態となる新しい局面を迎えたのである．この変化
の背景には多様な経済・社会的変容が存在しているが，そ
の変容に政治的表現を与える契機となったのは，社民党の
戦略だった．次節ではそこに焦点を絞って，ドイツのデモ
クラシーの変容を跡付ける 7．
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3.国民政党デモクラシーの（自己）解体
　　社民党の戦略を中心に

（1） 「新しい中道」戦略の（表見的）合理性
社民党は1998年の政権交代に際して新しい中道（neue 

mitte）を標榜した．これはヨーロッパ規模で中道左派政
党が共有する政策革新に棹差すものであった．財政による
総需要管理を重視し失業解消を図る従来の方向に代えて，
アメリカのクリントン（B. Clinton）やイギリスのブレア
（T. Blair）を旗頭に，供給側に政策をシフトして財政制約
との両立を図るとともに，機会の平等とそれをサポートす
る政策（教育，職業紹介）に重点を置くのである．
この路線は，ドイツ社民党が1980年代以来認識してい

た職業構造の転換と支持基盤の変容に，選挙戦略上対応す
るものでもあった．これを支えるのがドイツの投票行動・
社会学研究に特徴的な「ミリュー分析」の手法である
（Gluchowski 1987; müller-Rommel and Poguntke 1991; Vester 

et al. 2001; Frankenberger and Frech 2017）．1970年代末に始
まり，政党戦略立案，マーケティングそして社会学者が一
体となって作られてきたこの分野は，経済的・職業的地位
のみならず生活スタイルや音楽の趣味，さらには室内の調
度の指向性など「生活スタイルLebensstil」に基づいた集団
を析出することで，ドイツ社会を8～ 10程度の「ミリュ
ー」に分節化し，個々のミリューの政治的指向性と組み合
わせることで政治行動の説明を行おうとしたものである．
社民党は1982年に下野してほどなく，1984年にはハイデル
ベルクの調査機関SiNUSと，世論調査で知られるインフ
ラテスト社に委託して，「社民党が多数派構築可能性を得
るための計画データ」と題する調査報告書を得ており，こ
のような分節した社会という認識を得ている．またキリ民
党側でも同様の動きがあり，1987年にはその成果として
『政治と現代史から』に類似のミリュー分析の成果が掲載
されている（Gluchowski 1987）．Flaig, meyer and Ueltzhöffer 

（1997）やNeugebauer （2007）が社民系エーベルト財団の
研究成果であるように，ドイツの政党はこのミリュー分析
を戦略決定に利用してきた．
これらの研究は社会集団が経時的に分化し，大集団が消
失していくという社会像を提示してきた．例えばハノー
ファー大学グループの調査では，1982年に小ブルジョア的
被用者ミリューが28%，業績指向被用者ミリューが20%

を占めていたものが，1995年調査では前者が15%に，後者
は18%に減るとともに，前者から現代的ブルジョアミ
リュー（8%），後者から現代的被用者ミリュー（7%）が分
化しているという結果が示されている（Vester et al., 

2001）．1998年選挙における二頭立て戦略は，伝統的労働
者層をつなぎとめつつ，全体の18%を占める最大集団と
しての「上昇志向の被用者ミリュー」と7%の「現代的被
用者ミリュー」，さらに11%の「快楽主義ミリュー」にア

ピールしようとするものだった（Vester 2000）．
「左の中道」「新しい中道」というスローガンは，国民政
党化した社民党の政治的伝統の中に根付いたものでもあ
る．また，政権発足後一年をまたずして，党首兼蔵相ラ
フォンテーヌが辞職した際にも，党員の大多数はシュレー
ダーを支持していた．そもそも政策革新を前面に出して中
道の獲得を図るのは，まさに国民政党化の過程で目指され
てきたことでもあった．ほとんど神話化されている1972

年選挙に先立ち，ブラント（Willy Brandt）首相は臨時党
大会演説で「政治的な多数派が政治的な『右』から『左』
へ，すなわち社会的でリベラルな中道へと移動した」とい
う認識を示し，「維持し変革することが不可避であるとい
う認識のあるところ，より正確に言えば変革を通じての維
持が不可避だと理理解されているところ，そここそが新し
い政治的中道である」と述べていた（Rede Willy Brandts 

auf dem Ausserordentlichem Parteitag der SPD, 12. – 13. 

Oktober 1972, Dortmund）．
このように，新しい中道という戦略は，一定の合理性を
持つかに見え，社民党の戦略的伝統にも沿ったものだっ
た．

（2）国民政党デモクラシーの予期せざる融解
にもかかわらず，シュレーダー政権下において，社民党
の党勢は急激な低落傾向を示し続けることになった．2002

年選挙以降の低迷の中，シュレーダー首相は実質的な解散
により連邦議会選挙を2005年に前倒し実施するという賭
けに出た．思惑は半ば実現した．権力人間としての自らの
才能を最大限に発揮した追い上げと，メルケル側がネオリ
ベラル色の強い政策を掲げたことが裏目に出たことなども
あって，社民党はキリ民党を最終盤で追い込み，得票率
1%，4議席差に肉薄することに成功した．中道右派連合
（キリ民党＋自民党）の多数獲得阻止にも成功し，メルケ
ルの選択肢を狭めたのである．
その結果，閣僚ポストの配分などで社民党がポイントを
挙げる形で，第一次メルケル政権が大連合の形で成立し
た．論評は分かれていたが，シュレーダー政権の下で政権
の法案を野党多数の連邦参議院を通過させることに苦心し
ていたこともあり，大連合を評価する声も少なくなかっ
た．1960年代の大連合同様，「時限の改革推進措置」とし
てこれを位置づけ，しかるべき措置がとられたら平常の二
大陣営競合に戻る，というイメージである．実際に，大連
合政権の下で連邦制改革が行われ，連邦参議院の賛成を必
要とする法案を減らす合意がなされている．
しかし，おそらく予想外だったのは，2009年からの中道
右派政権を経て再び，それも他に選択肢のない形でやむな
く大連合を選ばざるを得なくなったことだろう．この中で
キリ民党は「社会民主主義化」と揶揄されるような中道路
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線を歩むことになる．それを象徴するのは，その後メルケ
ル政権で一貫して閣内にとどまるフォン・デア・ライエン
（U. von der Leyen）が，自ら5人の子どもを持ち医師でも
あるという立場から，家族相として保育所の拡充など，
ワークライフバランス政策を積極的にアピールしたことで
ある．これはドイツが「男性稼ぎ手モデル」が根強い保守
主義的福祉国家と位置づけられてきたことを考えれば，劇
的な変化である．キリ民党系のアデナウアー財団の調査に
よれば，党員の多くは自らを党よりも右に位置づけている
という（Nau 2017）．
ここにおいてメルケル政権は「国民政党」としての課題
を果たすべく「全体に責任のある」中道の政策を選択し続
けている．しかしその結果，キリ民党と社民党のイメージ
の相違は小さくなった．その影響を大きくこうむっている
のはもちろん社民党であるが，キリ民党もこの間勢力を減
じ続けていることは見逃せない．国民政党デモクラシー
は，特定の支持基盤を持つ統合的な大政党が，にもかかわ
らず中道をめぐって競争するという矛盾する二つのヴェク
トルに特徴があったが，いまやそれが「中道をめぐる競
争」のみになり，明確なプロフィールを失いつつあるので
ある．
これを利したのはもちろん「ドイツのための選択肢」で
ある．エコロジカルな分析によれば，同党への支持が最も
多いのは予想されるとおりに所得の低い階層であり，これ
は主として旧来の社民党支持層から奪ったものと想定でき
る．しかし同時に今回の選挙では小市民層からもかなりの
支持を得ており，メルケル・キリ民党の中道路線に不満を
持つ層が，「より右」の同党に鞍替えしたものと見ること
ができる．また，旧東独共産党の流れを汲む民主社会党
が，社民党中道化に反発する一部活動家と合同して2000

年代半ばに成立した左翼党が，確固とした地位を占めるに
いたったのも，国民政党の中道化によって左側にあいた空
隙を占拠したものということができる．
その結果として，他のヨーロッパ諸国にやや遅れてドイ
ツにおいても，両極政党の進出・主流政党の衰退による政
党システムの断片化が，大連合政権の成立を余儀なくさ
せ，それが更なる断片化を促すという悪循環が成立しつつ

ある．これが「政権交代」というデモクラシーの革新の直
後に起きたことは皮肉である．もっとも本稿の解釈からす
れば，政権交代は国民政党デモクラシーを支える基盤が緩
み始めて初めて可能となったのだから，スピードは別とし
ても，さらなる弛緩・解体がおきても不思議とするにはあ
たらない．

（3）国民政党の終焉
このような流れの中にある2017年選挙の結果は，国民

政党の終焉という言説を流布させた．この言い回し自体は
10年以上前から用いられている．とはいえ今回のこの種
の論調にはかなりの程度悲観的色合いが濃厚である．実
際，絶対得票率を見ると（表3参照），2017年選挙での二大
政党の合計は辛うじて2009年を上回っているものの，こ
の間の州議会選挙の結果から両政党の「地力」を推察する
ならば事態の悪化は明白である．2013年の連邦議会選挙後
に行われた州議会選挙の結果を合計すると，二大政党は合
計で有権者のほぼ1/3の支持しか獲得できなくなっている．
「シュミット対コール」の1976年選挙に先立つ州議会選挙
では，二大政党の絶対得票率合計は74.1%に達していた．
そして社民党は絶対得票率で15%程度の政党へと凋落
した．これは1970年代の数値から見れば半減である．象
徴的な意味を持つのは，シュレーダー支持派の機関誌で
あった『ベルリン共和国』誌が廃刊となったことである．
政権戦略としての「新しい中道」は，一旦は大きな成功を
おさめたものの，最終的には展望を失うにいたったのであ
る．

 （4）社民党に見る包括政党の路線決定の困難
このような解体過程は社民党の戦略の誤りの帰結だろう
か．多くの分析は2003年にトップダウン式に提示された
「アジェンダ 2010」改革が党勢の縮小に大きな影響があっ
たと指摘する．これによる社会保障の切り詰めやネオリベ
ラル化が，社民党の支持者にはマイナス評価されたのだと
いう 8．
これらの指摘それ自体は誤りではないだろう．ただし，
いくつかの疑問は残る．第一に，アジェンダ 2010改革そ

表3　統一後の連邦議会・州議会選挙におけるキリ民党，社民党の絶対得票率推移
年・選挙 キリ民党 社民党 合計 年・選挙 キリ民党 社民党 合計

1990連議選 33.7 25.7 59.4 1990-94州議選 27.9 24.1 52.1
1994連議選 32.3 28.4 60.6 1994-98州議選 26.8 25.0 51.8
1998連議選 28.5 33.2 61.7 1998-2002州議選 24.0 21.2 45.2
2002連議選 30.1 30.1 60.2 2002-05州議選 28.5 17.7 46.3
2005連議選 26.9 26.2 53.2 2005-09州議選 21.6 14.5 36.1
2009連議選 23.6 16.1 39.7 2009-13州議選 21.0 18.8 39.8
2013連議選 29.3 18.2 47.5 2013-17州議選 18.5 15.4 33.9
2017連議選 24.8 15.5 40.3

出所：Landeswahlleiterのデータを基に筆者作成
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れ自体は，一時的には「痛みを伴う」ものであったかもし
れないが，結果的には現在のドイツの低失業に寄与してい
るかのように見え，国際的にもそう報じられることは少な
くない 9．であるならば，有権者は，一旦はシュレーダー
社民党を離れたとしても，結果が出た段階で支持を回復さ
せてもおかしくない．第二に，仮にアジェンダ 2010に問
題があったとするならば，他のヨーロッパ社民政党の低迷
はどのように説明できるのだろうか．アジェンダ2010主
因説にたつならば，整合的な説明は「他国の社民党も同様
に致命的な改革政策を行った」ということになる．しかし
国際的にも評価の高かったオランダ労働党がドイツ以上に
勢力を激減させる一方，大規模な改革にはそれほど着手し
なかったオーストリア社民党も振るわない．両国ともに経
済実績は平均以上の優等生である．ならば政策にどれほど
の重みがあるのか詳細な検討を要するであろう．
ここでは「国民政党」としての性格の喪失に着目した仮

説を提示しておきたい．従来の社民政党比較研究は，組織
が政党の適応行動を制約することを前提していた．その典
型はkitschelt （1994）の議論であり，政党組織はリーダー
シップないしは一般党員に発するイノヴェーションを阻害
する要因として位置づけられている．
しかし，「国民政党」という本稿の視角からは，組織化
と広範なアピールの両立の可能性が示唆される．むしろ組
織があるからこそ，多様な支持者層を糾合することができ
るのではないか．社民政党の戦略分析における記念碑的著
作であるPrzeworski and Sprague （1986）は，階級横断的な
普遍主義戦略に内在するトレードオフを強調した．その影
で見落とされがちなのは，労組との結びつきなどの政策外
的要因によってトレードオフが緩和されうる（国ごとにト
レードオフの急峻さは異なる）と指摘している点である．
この観点から，社民党の支持急減について，従来の議論

に対する補完的仮説を提示することができる 10．すなわ
ち，国民政党概念が含意する，政党支持を政策外の部分で
涵養する構造を破壊したことが，政策以外にもドイツ社会
民主党の党勢を損なった原因ではないかというのが本稿の
問題提起である．政策外支持培養メカニズムの代表は党組
織それ自体である．ある時期までのヨーロッパにおいて，
政党への加入は政治的活動を志した市民による意識的な行
為というより，一定の社会階層においては社会的な慣習と
しての側面を持っていた．そのような形で政党に加盟して
いる党員は，党に対して一体感を持ち，個別の政策や決定
への当否とは別に，少なくとも国政選挙においては所属す
る政党に票を投じるであろう．しかしここでは公的な政党
組織に限らない，より広い社会的ネットワークであり，ド
イツ史・ドイツ政治研究では社会的ミリューの語で表現さ
れてきたものの組織的側面をイメージしている．このよう
な有権者をつなぎとめるネットワークが，階層間のトレー

ドオフを緩和しうると考えられる．
確かに，社民党の支持の減退それ自身は社会構造の変化
など社会経済的要因が主因である可能性は大きい．だとし
ても，ならば減少トレンドは一様であってもおかしくはな
い．少なくともある段階から急激に変化が起きたことの説
明として，組織やコミットメントの破壊，という要因に注
目する必要があるのではないか．
ドイツ社民党の場合，政策外支持培養メカニズムは，確
実にシュレーダー時代に悪化した．労組との関係悪化，そ
して党員の大量の離脱がその顕在的現象である 11．もちろ
んこれはアジェンダ 2010改革の帰結であるが，シュレー
ダーの政治手法に帰しうる部分もある．シュレーダー政権
初期には，当時流行していた政労使の協調による改革を達
成すべく「雇用のための同盟」と題する三者協議フォーラ
ムが華々しく導入された（網谷 2000）．しかし改革合意が
成立せず，手詰まりとなったシュレーダーが踏み切ったの
が，審議会を活用したトップダウン型の政策決定であり，
アジェンダ 2010もその成果であった．イタリア語起源の
Basta!（「以上！」「もうたくさん！」の意）がシュレー
ダー政治の形容にはしばしば用いられた．このトップダウ
ン型の政治スタイルは，政策的のみならず戦略的にも短期
的には一定の成果を挙げたといえる．2002年選挙でシュ
レーダー赤緑連合が辛うじて勝利したことにはシュレー
ダー個人の人気も寄与しているからである 12．
しかし，コンセンサス指向から一転してトップダウン型
になったことは，党組織の行動原理に少なからぬ影響を与
えた可能性がある．実際，近年のドイツ社民党において，
論争的政策課題であっても，明確な党内派閥対立になるこ
とは相対的に少ない．これは党内のコンセンサスが強いと
いうより，むしろ党内で派閥対立を遂行することの期待利
得が小さいと認知され，コミットメントが減退しているか
らではないか． 政策ならば，修正が可能である．しかし組
織の再構築はより困難である．しかもそれが無形の象徴や
人的紐帯に依存していればなおさらである．統一後の政党
アイデンティフィケーションの推移を検討したDassonville, 

Hooghe and Vanhoute （2012）からは特に21世紀に入ってか
らの明確な減少が目立つ 13．
また，固定的支持基盤の代理変数としてドイツ労働総同
盟の組合員数をとり，社民党の連邦議会選挙での得票数と
比べてみることで，この仮説の可能性も例示される（表4

参照）14．選挙権が18歳に引き下げられた1972年以降の平
均で，社民党は労働総同盟組合員の2.04倍の票を得てき
た．しかし2005年のシュレーダー政権終焉後，その値は
それ以前の時期に見られない低水準で推移している．この
減少それ自体は，政策外支持構造弱体化により固定的支持
基盤の動員が困難になったという本稿に整合的な解釈のほ
かに，全く逆の「固定的支持基盤以外からの票が取れなく
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なった」という解釈をも許容するが，下に述べるような支
持基盤多様化を示す調査結果とあわせて考えるならば，本
稿の主張のさしあたっての傍証ということは許されよう．
実際，2010年代に入ってからの社民党はまさに「包括政
党」化している．労働者層からの支持を失った結果とし
て，所得階層の面でも，年齢でも，性別でも，さらには東
西の比率でも，他の5党に比して最もバランスの取れた支
持を獲得しているのである．他方で潜在的支持層という観
点から見るならば，アピール対象の多様化・細分化は進ん
でいる．ハノーファー大学グループの2003年調査では，
業績指向被用者18%は変わらないものの，現代的被用者
12%，伝統的小ブルジョア被用者13%，現代的小ブルジョ
ア的被用者12%とすでに拡散していた．SiNUSは現在10の
ミリューを析出しているが，最大の快楽主義ミリューが
15%，次いでブルジョア中道ミリュー 13%，伝統主義ミ
リュー 13%となっている（SiNUS-milieus in Deutschland 

2018 <www.sinus-institut.de/sinus-loesungen/sinus-milieus-

deutschland>）．
このような観点からは，シュレーダー以後のドイツ社民
党の混迷は，巷間指摘されるようなアイディアの欠如や
リーダー層の同質化というよりも，組織を失った結果とし
て潜在的支持グループ間のトレードオフが急峻になった結
果とも解釈できる．特定の社会層に根ざしそれを組織的
ネットワークで固めた上で選挙の勝利を目指す国民政党か
ら，必ずしも組織ネットワークや固い基盤のない中で多く
の社会層から広く支持を獲得しようとする包括政党へと変
質したことが，どちらに動いても逆方向の票が失われてい
るため身動きが取れない，という状況をもたらしているの
ではないか．現在の社民党の混迷についてリベラル系『南
ドイツ新聞』はこう評している．

「社民党内には…考えうるポジションはすべて存在す
る…例えばハンブルク市長ショルツは中道を放棄すべ
きではないとし，一方その中道を象徴する大連合を青

年組織は絶対に阻止しようとする．前党首ガブリエル
（S. Gabriel）はグローバル化の敗者，つまり古いミ
リューに拝領しようとし，ナーレス（A. Nahles）［新党
首］はデジタル資本主義を重視する．そして誰もが，
各々の路線を大きな革新であるとして売り出そうとす
る15」

おわりに

本稿は，国民政党の概念を切り口として，戦後ドイツの
政党政治の展開の中に2017年選挙を位置づけることで以
下のような論点を提示した．すなわち，戦後ドイツにおい
てデモクラシーは国民政党という独特の政党モデルととも
に定着に成功したが，2017年選挙はその国民政党デモクラ
シーの衰退と終焉の中で一つの画期として位置づけること
ができる．比較政治分析の視角からは，国民政党の包括性
が注目されてきたが，その機能を支えているのは組織を中
心とする政策外の支持構造でありそれに支えられた固定支
持層の存在が，より広い政策アピールを可能にしていた側
面がある．現在の大政党の困難はそのような支持構造を
失った結果として解しうるのではないか．異なる集団間の
支持トレードオフが急峻になる結果，政党の政策位置決定
は困難なものになり，複数集団を複数争点で束ねる大政党
の存続が困難になったのである．
本稿より一般的な含意を指摘しておこう．ドイツの事例
が示唆するのは，政党組織を中心とする政策外支持構造
が，民主政治の機能に持つ重要性である．本稿が直接扱っ
たのは異なる選好をもつ小集団を統合する機能だが，それ
以外の次元も想定しうる．iversen （2005）は時間的不整合
問題の解決デヴァイスとしての政党という視角を提示して
いる．投票者がごく短期的には合理的ではないとしても
（cf. Achen and Bartels 2016），中長期的には合理的な決定が
なされることが望ましく，それを政党が果たしうるとする
ものである．組織を通じて民意の短期的変動への過剰な適
応を抑制するとともに，広い有権者獲得を可能にすること
で時間的不整合の解決を促す機能を組織政党は持っていた
のではないか．
第二に，「投票者が選択し始める」ことの逆効果である．

Prato and Wolton （2016）は，市民の政治への関与に関する
興味深いモデルを提示している．すなわち，有権者が政治
に関心を持つことは，より良い情報を得て選択を行うこと
になるため，政治家を有権者の選好に敏感にすることで，
より良い（有権者の意思に沿った）決定を行うものと通常
は想定できる．しかし彼らは，政治家が市民の関心の相違
に応じて戦略的に行動することが，結果として民主政の総
体としてのパフォーマンス低下につながると論じている．
そもそも民主政の安定と投票行動を結びつける1970年代

表4　1972年以降の労働総同盟組合員数に対する社民党得票数の倍率
年 社民党得票 総同盟組合員 倍率

1972 17,175,169 6,985,548 2.459
1976 16,099,019 7,400,021 2.176
1980 16,260,677 7,882,527 2.063
1983 14,865,807 7,745,913 1.919
1987 14,025,763 7,757,039 1.808
1990 15,545,366 7,937,923 1.958
1994 17,140,354 9,768,373 1.755
1998 20,181,269 8,310,783 2.428
2002 18,488,668 7,699,903 2.401
2005 16,194,665 6,778,429 2.389
2009 9,990,488 6,264,923 1.595
2013 11,252,215 6,142,720 1.832
2017 9,539,381 5,995,437 1.591
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の研究においては，投票行動が安定的であること，とりわ
けそれが階級や地位によって規定されていることが，民主
政の安定につながると想定されていた（Rose and Urwin 

1969; Shively 1972; Przeworski 1975）．現在の民主主義観の
下では，有権者が選挙のたびに政党・候補者によって提示
された政策を検討し，投票先を決定するということが望ま
しいとされているように思われる．しかし，民主政の総体
としてのパフォーマンスがそれによって改善されるのかど
うか，検討する必要があるだろう．
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1 本稿は2018年度選挙学会研究会分科会F「変容する欧州：2017
年欧州各国選挙の分析と展望」での報告を基にしている．企画委
員の西川賢，討論者の岡山裕、池本大輔の各氏，ならびに質問・
コメントをいただいた稗田健志氏，中井遼氏に御礼申し上げる．
有益な指摘を査読者からいただいたことにも感謝する．なおウェ
ブサイトについてはすべて2018年7月25日最終アクセスである．
2 現時点での記述的分析を中心とする2017年選挙のレポートとし
て 以 下 を 参 照．Vehrkamp and Wegschaider 2017a; Niedermayer 
2017a; Forschungsgruppe Wahlen. 2017; DIW Wochenbericht. 29/2017. 
„Wählerschaft der Parteien“ <www.diw.de/documents/publikationen/73/
diw_01.c. 562050.de/17-29.pdf>.英語によるレポートとしては
Vehrkamp and Wegschaider (2017b)，Dostal (2017b), Lees (2017)など
がある．
3 バイエルンを除く15州に存在するキリスト教民主同盟（CDU）
とバイエルンの地域政党キリスト教社会同盟（CSU）の共同会派
であり，厳密には二つの政党である．
4 前回比8.6%の減を重視する向きもあるかもしれないが，2005
年が35.2%，2009年が33.8%であったことを考えれば，むしろ前
回が例外であったと見るべきである．
5 ドイツの政党論については何よりも林（2002-4）の緻密な分析
が参照されるべきである．
6 1994年選挙に比べ旧西ドイツ地域で非熟練労働者で16%，熟練
労働者で7%の支持増に成功した．また労組加盟との組み合わせ
では，労組加盟労働者・職員でともに 6%の支持増がみられる 
（Stöss and Neugebauer 1998; Thaidigsmann 2004; Deutscher Bundestag 
2016）．
7 この問題の十全な分析のためにキリ民党の分析がもちろん必要
であり，社民党に限定する点で本稿の分析は部分的なものにとど
まる．ただし相対的にみて社民党の方がより組織的，イデオロ
ギー的であるため，社会変容の影響を受けやすく変化をより顕著
に表現していると仮説的に想定することは許されるだろう．議論
を一般化する上では左右の国民政党，すなわち社民政党と保守・
キリ民政党は構造的に同質か否かが問題となりうる．国民政党の
カテゴリーから出発するならば，両者の問題は同じように説明さ
れる必要がある．他方，左右の違いを想定させる事情も複数存在
する．第一に，社会文化軸の重みが増し極右政党が進出する中
で，元々「進歩的」な価値観を掲げてきた社民政党の方が，「保
守的」な価値観を掲げてきた右派政党より政策位置の調整が難し
いかもしれない（cf. Oesch and Rennwald 2017）．第二に，左派政
党と右派政党に対して有権者が抱く元々の政策期待が異なるた
め，同じ緊縮政策をとっても投票への影響が異なる，という指摘
もある．ただしこの相違が左派に有利（Bojar 2018）か不利
（kraft 2017）か，評価は定まっていない．
8 例えば以下を参照．„Agenda 2010 ist eine Ursache des Niedergangs“ 
Frankfurter Rundschau. 23.5.2016. <www.fr.de/kultur/sozialdemokratie-

agenda-2010-ist-eine-ursache-des-niedergangs-a-353728>; „Agenda 
Untergang“. Der Freitag. 49/2017. <www.freitag.de/autoren/michael-
jaeger/agenda-untergang>; "Wozu sind Sozialdemokraten auf der Welt?" 
sz.de (Süddeustche Yeitung), 9.10.2017. <http://www.sueddeutsche.de/
politik/zukunft-der-spd-wozu-sind-sozialdemokraten-auf-der-
welt-1.3699025>これに対しシュレーダーは，経済運営能力の信頼
な し に 選 挙 に は 勝 て な い と し（„Schröder: SPD hat keine 
ökonomische Kompetenz mehr“. faz.net. 27.09.2017<www.faz.net/
aktuell/wirtschaft/gerhard-schroeder-beurteilt-wahlschlappe-der-
spd-15220412.html>），一時キール市長を務めた社民系ジャーナリ
ストのガシュケも中道票の必要とアジェンダ2010路線の改革を主
張 す る（"SPD nur in der modernen Mitte erfolgreich" <www.ndr.de/
kultur/buch/tipps/Buchtipp-SPD-Zwischen-Burnout-und-Euphorie, 
burnout212.html>）．アジェンダ 2010路線を綱領史の中に位置づけ
る研究としてNawrat (2012)，政党システム上の効果についてのバ
ランスの取れた評価として，Schwander and manow (2017)を参照．
9 実際の効果については諸説ある．よくまとまった記事として 
Zacharakis et al. (2017)を参照．賛否の評価を離れれば，事実認識
について大きな違いはないようにもみえる．改革が「直接に」職
を作り出したわけではないことについてあまり異論はなく，批判
論は，それ以前から低賃金雇用の拡大傾向は始まっていたこと，
雇用の拡大は輸出ブームによることなどを指摘する．支持派は，
雇用の維持・拡大の閾値が下がっていること，つまり企業の雇用
インセンティヴが増したこと，競争力上昇に一定の寄与が会った
ことなど，要するに間接的・下支え効果を中心に論ずる．さらに
格差拡大など社会的問題を引き起こしていることなどを批判論は
指摘するが，それ自体はシュレーダー自身も補完が必要であるこ
とを認めており，改革それ自体とは別次元の問題だろう．Goecke 
et al. (2013); Riphahn and Schrader. 2017; Odendahl. 2017; Knuth. 
2014; Klinger, Rothe and Weber (2013).
10 ヨーロッパ規模で社民党支持の低落が見られることを，政策外
支持構造で説明できるか否かについては，別稿の課題としたい． 
11 例えば Das Zerwürfnis. Der Spiegel. 27/2004, 28.6.2004, 22-28; 
Wiesenthal 2014.なお1998年に830万人を数えていたドイツ労働総
同盟組合員は，2017年には600万人をわずかに割り込み，組織率
で20%を下回る水準である（Die Mitglieder der DGB-Gewerkschaften 
1950-2017 <www.dgb.de/uber-uns/dgb-heute/mitgliederzahlen>）．また
労働協約のカバー率は，旧西ドイツで，就業者ベース76%（1998）
から 59%（2016），経営数ベース 53%（1998）から 31%（2016）
と激減している．旧東ドイツでは今は就業者ベースでも半数を割
り，経営数では 22%に落ち込んでいる（WSI-Tarfarchiv <https://
www.boeckler.de/wsi-tarifarchiv_64293.htm>）．
12 例えば最もよく引用される世論調査における「首相として望ま
しいのは」という問いにおいてシュレーダーは58%対34%でシュ
トイバーを圧倒していた．信頼できる，親しみやすい，勝者のタ
イプといった問いでの差が大きい（Forschuhngsgruppe Wahlen 2002）．
2005年選挙においてもシュレーダーはメルケルに対し53%対39%
で個人的支持では優位に立っていた（Forschuhngsgruppe Wahlen 
2005）．
13 ただしパネルデータを用いたこの論文における推移と，通常の
世論調査データによるDalton (2014)では傾向がやや異なる．同論
文は，政党によるキューに従う儀礼的な政党アイデンティティ保
持者の減少を重視する．
14 この例証にあたっては，ドイツ労組組織率の低下を「社会的慣
習としての労働組合主義」の退潮の結果として分析するという，
本稿と類似の視点を持つSilvia (2013)が，社会的習慣の代理変数
として社民党の党員数を用いているのにヒントを得ている．ただ
し，政党と労組はどちらも公的問題解決の組織として性格の類似



があるため，社会的慣習の代理変数としては，より非政治的な組
織の加盟者数のデータなどを用いることが必要だろう．
15 Als den Volksparteien das Volk davonrannte. sz.de, 25.12.2017. 
<www.sueddeutsche.de/politik/bundestagswahl-als-den-volksparteien-
das-volk-davonrannte-1.3798822>
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 The nineteenth election of the German Federal Diet 

(Bundestag) was held on 24 September 2017. Although the result 

of the election itself did not strike us as a surprise, it marks a 

milestone in the transformation of the German party system. This 

article is intended to put the election in historical context and 

elucidate several aspects of the transformation. Better to figure 

out the nature of change, we take the concept of Volkspartei 

(literally, “people’s party”) as our guiding thread. Although 

the concept is sometimes conflated with the similar “catch-all 

party” concept, Volkspartei is more multi-facetted and has clear 

normative implication, which has laid the ground for Postwar 

(West-) German Democracy.

 The article first clarifies what Volkspartei means and which 

normative tasks it has been expected to fulfill. Then we look at 

how the reality of the two major parties, the Christian Democrats 

and the Social Democrats, have corresponded to the model. The 

two parties have roughly succeeded, but in a specific way. They 

have consolidated their own camp, right and left respectively, 

then reached out for the center and the floating voters.

 After obtaining an overview of developments in German 

party democracy, we focus our analysis on the political strategies 

of the Social Democrats in recent years, in order to illuminate the 

difficulties the Volkspartei model has been facing. Although the 

demise of German Social Democracy is usually attributed to their 

neo-liberal “Agenda 2010” policies, this article stresses another 

aspect. The Volkspartei concept urges us to examine the roles of 

support-consolidating organizational structure, which has been 

weakened by the top-down decision-making style of the Schroder 

Government. Without organizational anchor, it is very difficult 

for the parties to broaden and consolidate their appeal. Current 

predicament and the lack of dynamism can be explained from 

this angle. As they have spread over so diverse segments of the 

electorate, they always lose some if they try to move.
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1.問題設定

2017年はヨーロッパにおいて多くの国政選挙が行われ
た。極右政党の伸長は著しくほとんどの選挙において争点
となった移民・難民問題は、各国社会の分断を顕にし、欧
州統合の進展にも暗い影を落としている。本稿では、この
状況を鑑み、特にEU域外から来る移民の出入国管理に対
して、EUがいかに共通化を進めてきたかを考察する 1。

EU域外出身者の入国及び滞在条件に関してEUレベルで
共通化を進める試みは、1990年代後半より発展してきた 2。
もちろん入国や滞在に関する権利についてＥＵレベルで共
通の制度形成を進めることで、主権国家にとって重要と見
なされてきた出入国管理の権限や入国条件の設定権などが
構成国から絶対的に奪われているわけではない。構成国は
移民政策の領域において、EUレベルでの過度の共通化を防
ぐため、時に自国の自律性を追求し、あるいは国内におけ
る諸勢力との衝突を避けるために、時に移民政策をＥＵレ
ベルで共通化しようという、いわゆる「ヨーロッパへの脱
出」（ラブヌー）を試みてきた 3。このような複雑な構成国
の振る舞いは、人の移動が受け入れ国において社会保障負
担の増大をもたらし、あるいは社会的軋轢の原因、さらに
は安全保障上の脅威ともなる特徴を持っている証左である。
移民政策領域の中でも、特に合法的な移民に関する政策 4

についてEUは法的拘束力を持つEU指令と中長期的な行
動計画（プログラム）の策定、そして移民政策領域におけ
る欧州連合司法裁判所（以下CJEU）の管轄権を拡大させ
ることによって、構成国の政策実践に影響を与えてきた。
特に2000年代以降は、最低限度の共通ルールであるEU指
令の国内における国内法化及び国内実施が行われている 5。
例えば、家族再結合指令（2003/86/EC）や長期滞在者に関
する指令（2003/109/EC）などが閣僚理事会で採択されて
いる。
近年の同領域における現象としては、EU構成国がさらに
制限的で選択的な移民受け入れを志向する際には、直接的

に移民送り出し国と外交交渉を行うことで「ヨーロッパか
ら外交政策への脱出」（ラブヌー）を試みていると指摘さ
れることがある 6。他方で、EU構成国内におけるEU指令の
国内法化及び国内実施が適切に行われているかどうか判断
を下すCJEUの管轄権も2009年のリスボン条約以降は、移
民政策領域において強化されている。すなわち、構成国が
自律性を求める力学と同時にEUレベルでの制度変化に
よって共同体化に向かう力学が現在も働いているのであ
り、EU共通移民政策の発展は自律性を追求する構成国と共
同体化を進めるEUとの戦略的対抗関係の歴史でもあると
指摘できる。
このEU共通移民政策の発展をより正確に理解するに
は、EU共通制度の形成をもって分析を終わらせ、静態的な
制度分析にとどめるのではなく、その形成された制度が構
成国及びEUアクターの認識に対していかなる影響を与え
たのか、この点を分析対象に組み入れる必要がある。本稿
の主目的を端的に言えば、形成されたEUレベルでの政策
がいかに構成国の移民政策に影響を与え、かついかにEU

へとフィードバックされているのか、その過程を明らかに
することである。具体的には、2000年代中盤以降、実際に
上記の移民政策に関わるEU指令がいかなる様態で国内法
化されたのか、それらが構成国の移民政策及び関係アク
ターの選好に対していかなる影響を与えたのか、さらに欧
州委員会をはじめとするEUアクターは構成国での国内法
化に対してどのような評価を下しているのかをより詳細に
分析する必要がある。
この学術的課題に基づき本論文においては、EU共通移民
政策の制度発展に対する先行研究を踏まえ、さらに合法移
民に関するEU指令の一つであり、EU域外から来た全移民
数の中で多数を占める、家族関係を基盤とした移民を対象
とする家族再結合指令（2003/86/EC）のフランスにおける
国内法化とその政治過程を分析する。特に同指令の国内法
化が実質的にフランス国内にいかなる影響をもたらした
か、またその影響を踏まえてEUに対していかなるフィー
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ドバックを与えているのか、この事例分析を通じて先行研
究に対する理論的貢献とフランス移民政策の実態の把握を
試みる。
あらかじめ本稿の結論を端的に述べると、移民政策領域
において策定されるEU指令には条項の中に構成国に一定
の自由裁量を与える裁量条項が含まれ、構成国内で国内法
化される際には、当時移民の権利保障を志向していた欧州
委員会の意図に反して、むしろ制限的な移民政策の策定に
おける政治的資源となりえた。一方で指令の国内法化後も
欧州委員会をはじめとするEU機関は継続的に各構成国の
自由裁量を減じる努力を行っている。構成国と欧州委員会
の間に存在する戦略的対抗は一般的にこのような動態を示
す。
論文の構成は、以下の通りである。第2節ではEU移民

政策に関する既存研究の整理と検討を行う。特にEU共通
移民政策領域においては、欧州統合理論を用いた分析枠組
みと「欧州化」を用いた分析枠組みが、並存している状況
にあることを指摘し、論争点を明確にした上で問題の所在
を明らかにする。第3節においては、2003年に採択された
EU家族再結合指令（2003/86/EC）の成立過程及びフラン
スにおける国内法化過程に関する分析を行う。第4節で
は、事例分析より得られた結果とＥＵ研究およびフランス
移民政策研究に対する貢献を確認して結びとする。

2．既存研究の整理と検討

2.1 既存研究の整理
本節においては、EU共通移民政策に関する既存研究の整

理と検討を行う。フェイストとエッテ（Faist and Ette）は、
EUにおける移民政策のマルチレベルのガバナンス構造に
おいては、2つの学術的な蓄積が確認されると主張する 7。
それは、「欧州統合理論（European integration Theory）」に
基づく研究と「欧州化（Europeanization）」の分析枠組み
を用いた研究である。以下、移民政策領域における欧州統
合理論と「欧州化」の研究について概観する。
まず、超国家的なEUレベルでの制度の共同体化と政策
の発展に関する理解を提起しているのが欧州統合理論であ
る。欧州統合理論は、国際関係論の観点から欧州地域にお
ける地域統合がなぜ進んだのか、それがどのような様態を
とってきたのかという問いに対して理論的説明を与える上
での基盤となってきた。特に近年の議論においては、一つ
の統合理論が全ての政策領域を説明するというグラウン
ド・セオリーとしての有効性は低下しており、むしろ欧州
統合理論を総括的に検討したウィナーとディーズ（Wiener 

and Diez）が、「ヨーロッパ統合理論というモザイク」8と指
摘するように、各政策領域において最も説明が有効であろ
うと思われる統合理論がモザイク的に存在しており、なお

かつ各アプローチは互いに相反的であるというよりは、む
しろ補完的な関係にあるといえる。移民政策領域、特に出
入国管理は、従来、近代国民国家の主権の中核をなす政策
領域であり、モラブチークをはじめとするリベラル政府間
主義の視角とEUアクターの統合推進能力を評価する新機
能主義の視角とが対立する構図が確認されてきた。
次に第2の研究の蓄積として、1990年代以降から徐々に
研究が発展しているのは、「欧州化」の議論である 9。欧州
統合理論が前述の通り、EUレベルにおける制度発展の様
態・理由を描き出すもの、すなわちアクター及び制度がい
かに制度形成や変化を生じさせたかという政治力学の理解
を試みるものとするならば、「欧州化」の議論はその形成
された制度がアクターに対して具体的にいかなる影響を与
えるのか、欧州統合の文脈で言えば、EUレベルの制度形成
が各構成国や非政府主体の選好にどのような影響を与えて
いるのか、それはどのような様態をとっているのかを分析
する視角であると説明できる。この分析視角は、各構成国
内における変化を理解するものとして、構成国を対象とす
る地域研究者や比較政治学者によって用いられている10。こ
の両者はEU共通移民政策においていかに用いられてきた
か。以下の代表的な2つの先行研究を踏まえて確認したい。
まず2000年代以降のEU共通移民政策研究にとって、出
発点となる先行研究は、ギロードンによる研究で、各EU

構成国による「垂直的な場の選択（vertical venue - shopping）」
という概念である 11。ギロードンは、欧州統合理論の新機
能主義とリベラル政府間主義がともにEUレベルでの移民
政策形成について十分に説明できないとし、移民政策の決
定過程においては各構成国政府・内務省がEUという場を
利用する迂回戦略をもってEUと関わり、「垂直的な場の
選択」を行っていると主張した。各国の内務省（あるいは
法務省）は、移民政策に同様に関わる労働省や社会問題
省・外務省などの他の省庁や国内裁判所が強調する人権規
範の圧力を回避する方法を模索する。そこで、EUへと交渉
の場を移し、他のアクターからの干渉を防ぎつつ、移民に
対する制限的な政策の形成を試みたと説明される。ギロー
ドンは、各構成国政府全体の選好のみを分析対象とする通
常のリベラル政府間主義とは異なり、各構成国の政府内に
おける省庁間の対立に対しても注意することでEU共通移
民政策を推進するアクターを特定し、欧州統合理論を踏ま
えたEU共通移民政策に関する研究の出発点を築いた。次
に、EUレベルでの移民政策に関わる政治交渉の様態を
2000年代に採択されたEU指令の形成過程を分析すること
で明らかにしたのがロースである。彼は欧州統合理論の展
開と近年のEU共通移民政策の変化をふまえて、「多層的・
アクター中心的制度主義（multi-level actor-centered institu-

tionalism）」という理論的枠組みを示し、制度とアクター
の行為との相互作用を視野におさめ、移民政策を拡張的な
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ものと制限的なものとに区別して、EU共通移民政策につい
て分析している 12。ロースの理論的枠組みは、様々なアク
ターの選好のもとでの制度形成を重視する立場に基づき、
ギロードンの「場の選択」の理論を発展させている。さら
に近年の欧州統合理論が共通にEUガバナンスの多層性を
認識していることを踏まえて、欧州委員会、CJEU、欧州理
事会、各構成国、国内の利害集団など様々なアクターの選
好に着目しつつ、多層的なレベルでの政策形成を分析して
いる。特に、移民のカテゴリーによって各構成国が課す要
件が異なり、さらに欧州委員会の提起した指令案に対して
構成国が強い影響力を行使していく点を強調する。他方
で、形成されたEU指令が実際に構成国においていかに国
内法化され関係アクターに影響を及ぼしているかという点
についてはいまだ分析に組み込めていない点が自覚的に示
唆されている。

2.2 本論文における分析視角の提示
上記のように先行研究の検討を行ってきたが、以下の点
が既存研究の問題点として指摘できる。まず欧州統合理論
を踏まえつつ、ギロードンが提示した「垂直的な場の選
択」の議論は、構成国が自律性を求める力学を説明し、そ
れによってEUレベルの政策形成が進展する力学が働いて
いる現状を理論的に説明する上で有効である。さらに、
ロースの提示した多層的・アクター中心的制度主義の分析
視角は、EUレベルでの交渉に関係アクターがいかに関与し
ているかを分析している点で、構成国が自律性を求める力
学と共同体化に向かう力学の衝突の様態を具体的に描写す
るものとなっている。
しかしながら、現在までの先行研究ではEU指令策定ま
でを分析対象とするにとどまり、指令の国内法化の様態や
中長期的に構成国の移民政治における政治リーダーの変更
や国内状況の変化、指令策定後の国内における影響と構成
国の政府アクターがEUに対して持つ選好の変化まで分析
射程に入れたものは少ない。すなわち、前項の2分類に従
えば、「欧州化」の視角から分析を行っている先行研究は
十分であるとは言えない。しかしながら、この視角は後の
EU共通移民政策の発展を理解するうえで非常に重要であ
る。
そこで本論文においては、EU構成国の1つであり、他の

構成国と比べても移民問題が国内政治における中心的課題
となっているフランスを取り上げ、EU指令の策定と国内法
化におけるフランスとEUの相互作用について時間的な変
動性を踏まえつつより政治学的な観点から分析する。これ
によって中長期的なEUと構成国の相互作用の動態を把握
し、EU共通移民政策領域の研究に対する貢献を試みる。
この事例を以下の方法で分析する。第1に、EU家族再結
合指令の策定がいかなるEU機関と構成国政府アクターの

相互作用によって生じていったのかをEU公的資料から明
らかにする。第2に、EUレベルで策定された指令がフラン
スにおける国内政治を経て、どのように国内法化された
か、国内法化がなされた際の国内的状況及び関係アクター
の選好の把握、さらにフランス国民議会（下院）および元
老院（上院）における審議過程について議会議事録及び政
府発行資料をふまえて分析を行う 13。第3に、EU指令の規
定を反映した国内法によっていかなる具体的変化が生じ、
フランスの政府アクターおよび非政府アクターがその事実
をいかに認識しているか、EUが設定した諮問プロセスにお
ける各アクターの応答文書を分析することによって明らか
にしたい 14。またこの諮問プロセスを受けて欧州委員会の
選好はいかに変化しているのかを考察する 15。

3．家族再結合指令の形成と受容過程（1999年から2007年）

本節では、2003年に採択されたEU家族再結合指令
（2003/86/EC）がいかにEUレベルで策定され、フランス国
内において国内法化されて実施されたのかを分析する。そ
の際に注意するのは次の3点である。まず第1に、家族再
結合指令の成立過程では、欧州委員会の提案と当時議長国
であったフランスの選好がいかに一致しており、閣僚理事
会における構成国間の交渉を通していかなる状態で指令が
採択されたのかを明らかにする。第2に、フランスにおけ
る国内法化・実施はどの様な国内状況及び国会における審
議過程を経て成立したのか、議事録および政府発行資料を
用いて分析を行う。第3に、成立した国内法に対していか
なる評価がフランス政府および関連NGOより示されてい
るかを確認する。

3.1 家族再結合指令（2003/86/EC）成立過程とその内容
3.1.1 欧州委員会の指令案策定の目的
戦後高度経済成長の「黄金の30年」に終止符をうった

1970年代の経済危機がもたらした移民労働者の原則受け
入れ停止は、むしろ家族再結合による入国者の割合を激増
させた。2001年のOECD統計によると、フランス以外でも
オーストリア・オランダ・スウェーデンにおいては家族再
結合の移民数は全移民数の半分から、3分の2以上にもなっ
ていた 16。この様に家族再結合を目的とする移民が大量に
生まれていた中で、EU市民と第三国定住者の家族再結合の
権利保障については大きな格差が存在していた。実際に欧
州委員会が1999年に提起した第1指令案においては「EU

内に居住する誰もが、第三国に居住している家族と共に暮
らす権利を付与されなければならない」との主張が明示さ
れている 17。
家族再結合指令の政策形成過程は、欧州委員会が第1指
令案を1999年の12月に提案したことにより開始される 18。
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表1は、家族再結合指令のEUレベルにおける形成過程を
示したものである。

この家族再結合を目的とする移民に対する政策の共通化
は各構成国に重要な問題として認識され、欧州委員会と構
成国の議論は極度に論争的なものとなり、指令として成立
するまでに4年近くを要した。各構成国が納得する共通の
基盤を策定するために、欧州委員会は修正案を含む3つの
提案を行った。それぞれ1999年、2000年 19、2002年 20にな
されたものである。

1999年の第1指令案において、欧州委員会は家族の権利
を保護するために、既存の国際的な法枠組みに言及して家
族再結合に関するＥＵ立法の枠組みの必要性を提唱した 21。
さらに、各構成国間の基準を統一化する機能的な利益を強
調し、その共通化のアプローチを正当化した 22。確かに当
時、各構成国の国内法においては家族構成員の基準も異な
り、受け入れの基準には大きな違いが存在していた。この
ような状況に対して欧州委員会の提案は、構成国間で異な
る条件に共通した最低基準を設定することによって、家族
呼び寄せに必要な資格の基準設定に関する各構成国の自由
裁量の余地を減らそうと試みていたと言える。
具体的な法案の内容として、呼び寄せられた家族に対す
る高等教育および労働市場へのアクセスの保障などが規定
されている 23。これらの規定においては、欧州委員会の家
族移民に対する寛容的な態度が強く家族再結合移民の権利
保障に反映されている形となっていたと言える。特に欧州
議会からは欧州委員会の第1指令案に対する意見書が2000

年7月に提起されている 24。その意見は全体として欧州委
員会の提案を肯定するものであった。欧州議会は、当時移
民政策の領域において諮問機関としての権限しか持ってい
なかったが、欧州委員会は欧州議会の提案を勘案し、修正
を施し、第2指令案を閣僚理事会に提起した。この当時の
閣僚理事会の議長国が社会党ジョスパン首相下のフランス
であった。次項では、閣僚理事会における交渉の様態につ
いて言及する。

3.1.2 議長国フランスの選好
閣僚理事会においてはいかなる交渉が進んだのであろう
か。閣僚理事会での会合内容に関して、議事録は存在しな
いために、ここでは主に二次文献を参考にして議論を進め
る。

2000年7月以降に、閣僚理事会の議長国であるフランス
は、家族再結合の指令案を閣僚理事会の議題に設定し、議
論を開始した。ロースによればフランスはこの時、特に欧
州委員会の方針を支持していた 25。リュートケが指摘する
ように閣僚理事会においては欧州委員会の提案に反対の構
成国もドイツやイギリスなど一定数いたが、フランスのよ
うな中心国が欧州委員会の考えと類似した選好を有してい
た意義は大きい 26。このフランスの立場を説明するものは
何であろうか。前述した1997年にジョスパン内閣が誕生
した際には、それまでの制限的な移民立法であるドゥブレ
法とパスクワ法2を修正し、より移民に寛容的な内容とな
るシュベーヌマン法が策定された 27。シュベーヌマン法の
内容については、野村（2009）において以下のように説明
されている。「「シュベーヌマン法」で特に注目すべき点
は、「サン・パピエ」の運動を受けて、入国・滞在条件に
家族関係や居住実績が重視されるようになったことであ
る。とりわけ「個人的および家族生活」滞在証は、それを
如実に示す例である」28。ここで言及されている「個人的
および家族生活」滞在証は、非正規の滞在身分であったと
しても、家族関係および居住の期間を根拠として獲得する
ことができる。そのため不法移民を事実上合法化する余地
を拡大し、人道的な配慮が盛り込まれた規定となっていた
と言える。
シュベーヌマン法の家族関係に関する配慮からは、当時
のフランス政府が欧州委員会の家族移民に寛容的な選好と
同様の選好を有していたという事実を導き出すことができ
る。さらに、シュベーヌマン法制定当時には、右派勢力か
らの強い批判が出ており、国内に十分なコンセンサスが
あったとは言いがたい 29。この点をふまえれば、社会党の
ジョスパン政権には、EUモデルとして家族再結合移民に寛
容的な移民政策を「アップロード」する試みがあったと推
察される。当時のフランスと欧州委員会の選好が一致して
いたことがすなわちEU指令の成立の決定要因であったと
はいえないが、後にEU指令が国内法化される際のサルコ
ジ政権とは、家族生活の権利保障といった点に大きな選好
の乖離を認められ、示唆的な点であるといえる。

3.1.3 閣僚理事会における採択
フランスが議長国としての任を終えた後、スウェーデン
やベルギーなどによってこのアジェンダは引き継がれる
が、ドイツ、オーストリア、ギリシャ、オランダなどの構
成国は反対の意を継続して示した。最終的には2002年に
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表1：家族再結合指令のEUレベルにおける形成過程

EUレベルにおける指令形成過程の日程

1999年12月 1日 欧州委員会より家族再結合の第1指令案が
提起される。

2000年 7月13日
欧州議会より第 1指令案に対する評価レ
ポートが発行される。
フランスが閣僚理事会議長国となる。

2000年10月10日

欧州委員会より第2指令案が提起される。
閣僚理事会における交渉過程で第2指令案
はドイツ・オーストリア・オランダなどの
反発にあい、デッドロックが生じる。

2002年 5月 2日 欧州委員会より第3指令案が提起される。
2003年 9月28日 EU家族再結合指令（2003/86/EC）締結



欧州委員会から提起された第3指令案が閣僚理事会におい
て議長国ギリシャのもとで採択される。
指令の主要な内容は以下の通りであり、構成国の移民法
に従って同国に合法的に1年以上居住した第三国国民で、
同国において適切な住居と疾病保険と十分な資力を持つ者
は、配偶者と未成年の子供を呼び寄せて居住させる権利を
賦与されることが明示された。しかしながら、欧州委員会
が2011年に発効した緑書 30においては、「採択された時、
この指令は調和の第一段階にとどまり、低レベルに向かう
調和を設定してしまったとNGOおよび学識者から批判さ
れた」と反省的に記述されている 31。例えば、家族再結合
の権利を享受できる対象は一定の核家族に限定され、それ
を超える親戚関係については、構成国に一定の自由裁量が
認められた 32。第3項でより詳述するが、本緑書において
は同様に指令の実施問題についても議論がなされている。
そこでは、国内法化の問題は確認されなかったと述べられ
ているが、裁量条項（optional-clause）あるいは委任条項
（may-clauses）に対しては、待機期間・収入要件・移民統
合の実施方法について指令が構成国に多すぎる自由裁量の
余地を残したと記述されている。

3.2 フランスの国内状況と国内法化過程
3.2.1 EU 指令に対応する国内法と国内状況
フランスにおける国内状況は、欧州委員会の指令案を支
持し、同指令案を閣僚理事会の議題として設定した2000

年と指令の国内法化プロセスに入った2003年から2007年
にかけてでは大きく変化している。ここでは、2002年に生
じた政権交代と国内法化プロセスに関与したアクター、さ
らに国内議会における審議過程に注目して分析を行う。そ
して最終的に国内法化された法律が諮問プロセスにおいて
いかにフランス政府あるいはフランス国内の人権NGOな
どに評価及び批判されているかを分析し、2011年に開かれ
た諮問プロセスとそれ以後の欧州委員会との相互作用を考
察する。
まず、指令がどの法律によって国内法化されたのかを確

認する。家族再結合の指令は、一つの法に基づいて特定的
に国内法化されたわけではない。指令の国内法化によって修
正を迫られるあるいは新しく制定された法律は「外国人の入国
滞在並びに庇護申請者の権利に関する法典」（CESEDA : 

Code de l’entrée et du séjour des étrangers et du droit d’asile）
によって集成されている。2003年家族再結合指令の国内法
化以前にも ,フランスにおいては1976年4月29日の行政立
法（Le décret du 29 avril 1976）が家族再結合の法枠組みに
言及し、1993年には憲法院によって、憲法第11条の原則よ
り、外国人であっても通常の家族生活を営む権利があるこ
とを判示されている。
家族再結合指令の国内法化に関係しており、本稿の分析

対象とする法律は、以下の通りである。Loi n° 2006-911 du 

25 juillet 2006（「移民と統合に関する法律（通称Sarközy法
2）」）、Loi n° 2007-1631du 20 novembre 2007（「移民の管理、
統合、庇護権に関する法律」）さらにこれらを補完する行
政立法（décret）および省庁の通達である 33。
これらの法律の中で、特に政治的な論争を引き起こした
のは2006年の「移民と統合に関する法律（以下2006年
法）」及び2007年の「移民の管理、統合、庇護権に関する
法律（以下2007年法）」である。そこでの論点としては、
政府が高技能労働者を望む「選択的移民政策」を促進する
一方で、外国人の家族の入国基準を厳格なものとするとい
う点である。そのため、この項においては、特に家族再結
合の資格および権利を厳格化した2006年法および2007年
法の政策形成過程について焦点を当てて説明を行う。
まず2006年法の形成過程について、2002年に生じた政治
リーダーの変化を踏まえて記述を行う。2000年時には大統
領は共和国連合のジャック・シラク、首相は社会党のリオ
ネル・ジョスパンという「コアビタシオン」が生じてい
た。既述の通り、「コアビタシオン」期には内閣を構成す
る首相の出身政党の選好が反映され、移民に寛容的なシュ
ベーヌマン法の策定などがなされた。しかしながら2002

年に大統領選挙および議会総選挙が開催されると社会党が
擁立したジョスパンは大統領選挙の決選投票にさえ進めな
いという事態が生じ 34、国民議会総選挙においても前回の
議席数を大幅に減らした。これによって社会党内閣は解散
し、「コアビタシオン」も解消されることとなった。新し
い首相として国民運動連合のジャン＝ピエール・ラファラ
ンが指名され、内閣を形成することとなる。その際に内相
に任命されたのがニコラ・サルコジ 35である。
こうしたなかでまずLoi n° 2003-1119 du 26 novembre 

2003 （「移民の管理、外国人の滞在および国籍取得に関す
る法律」通称Sarközy法1）の制定がなされる 36。この法で
は、移民の移動に伴う「偽装」や「違反」を取り締まるた
めの退去措置が強化されている。この法律は多くの研究者
によって、フランスがサルコジ主導の下で「選択的移民政
策」への舵をきった契機とみなされている。フランスでは
移民政策の策定にあたり、政権与党の選好が明確に反映さ
れてきた。すなわち、伝統的に政権が右派であるか左派で
あるかで制限的政策か、寛容的政策かいずれかが策定され
た 37。特にサルコジは伝統的な右派の議員の中でも極めて
移民に対して制限的な選好を有していたことが推定され
る。このことは、2006年法策定期の国内状況に対する分析
からも確認することができる。
同法策定前年の2005年10月にはパリ郊外において移民
の第二、第三世を中心とした移民暴動が生じている。この
2005年暴動への対策にあたっては、国民運動連合内部に
おいても、移民政策に関する立場にズレあることが明確に
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なった。渡邉（2015）では、「政府の対応は慎重だったが、
首相と内相の間にズレがあった。サルコジ内相は秩序回復
最優先を掲げ、「寛容ゼロ」政策で臨むことを強調すると
同時に、警察力の投入で鎮圧する方針を表明した。……（中
略）……他方で、ド・ヴィルパン首相は首相府に犠牲者の
青年の家族を招待した」38と説明されている。サルコジは
2002年の内相就任時より、一貫して不法移民を厳格に取
り締まり、前社会党政権が設定した寛容な滞在条件を批判
してきたが、2005年に生じた暴動を契機として、家族呼び
寄せに対してより制限的な条件の改定を行う必要性がある
ことを認識したと言える。サルコジの標榜する「選択的移
民政策」が左派から批判を受け、そして国民運動連合内部
にも政策選好にズレが生じる中で、2006年法はいかに制定
されたか。次項においては、2006年法の立法過程における
審議について分析を行う。

3.2.2.  2006年法の法案と国民議会および元老院における審
議過程

国民議会及び元老院における審議では、担当大臣によっ
て法案が提出された後に、委員会審査が行われ、そこで決
定された法案担当者（rapporteur）によって法案に関する
報告書が提出される。その後、審議が開始され、各条項に
対して委員会が修正した条文に基づき討論が展開される。
表2は、2006年法の国民議会および元老院における審議日
程を示したものである。

国民議会において2006年移民法に関する審議が5月2日
に開始された。サルコジ内相名義 39で提出された法律案
（Projet de loi n° 2986）の冒頭には以下の記述がある。「今
日、フランスの受け入れ能力及び経済的利益と関係なく、
移民が国内に滞在している。高技能労働を目的とする移民
はたった7％に止まり、より促進されなければならない。
さもなければ、フランス経済にも移民の送り出し国にも好
ましい状態とは言えないであろう。」40そして家族移民につ
いては、「家族再結合のための移民が実際のところ最も多
く、家族再結合の厳格な基準を定めて適用する必要があ
る」と主張した 41。さらに、2006年5月2日の国民議会 42に
おける冒頭のスピーチにおいては、社会党内閣時代に施行

された不法移民の大量合法化や難民政策に対する批判が加
えられ、「家族生活の保護という憲法的な原則に縛られす
ぎている」との主張を行った 43。この冒頭陳述において注
目すべき点は、イギリス・スペイン・ドイツにおける移民
政策に関する言及を行い、他国で積極的に行われている移
民政策の改革がなぜフランスにおいてできないのかという
点が強調されたことである。さらに、サルコジは2005年
に生じたパリ近郊での暴動が、社会党政権時代に行われた
移民統合政策の失敗であったことを痛烈に批判した。サル
コジによる冒頭陳述の返答として社会党のベルナール・
ローマン（Bernard Roman）が左派の代表として陳述を
行った。彼は「同法は戦後始まって以来の共和国原則の最
大の破壊であり、破棄せねばならない」44と述べた上で
2003年のSarközy法1の制定以降、国民運動連合が望んで
いる労働移民数が減少しており、サルコジの手法が極右勢
力に近づいていることを指摘した。
上記の例のようにサルコジが提出した移民法案について
は、特に「選択的移民政策」の概念と具体的な政策内容に
ついて、左派政党から多く反対が提起され、修正案が提出
された。基本的には、サルコジの提案した同法案がフラン
ス共和国の自由・平等の理念を切り崩すものであるとの主
張である。最終的には5月17日に国民議会において同法の
採択に関する投票が行われるが、社会党、共産党、緑の党
を中心とした反対票が164票であったのに対し、国民運動
連合とフランス民主連合を中心とした賛成票は367票であ
り、同法案は国民議会を通過した 45。
次にEU指令の関連条項において行われた議論について
確認する。家族再結合に関する規定は同法においては23

条から32条に規定されている。特に28条及び30条そして
32条の立法については2003/86/EC指令で許容された範囲
で法律の改正を行っている点が言及されている。それで
は、これらの条項についてはいかなる議論がなされたの
か。続いてこの点を確認したい。同条項に対して元老院で
審議がなされるのは、2006年6月15日である。それ以前に
2006年5月31日にフランソワ・ノエル・ビュッフェ
（François-Noël Buffet）が提出したレポートには、まず30

条の規定（家族の呼び寄せに際し、必要な合法的滞在期間
を従来の12か月から18か月引き上げる規定）について、
「本法案がなした修正には、報告の前に団体および教会の
代表者より批判を受けた。……（中略）……しかしながら、
この期間延長は2003/86/EC指令における8条の規定、『構
成国は、家族の呼び寄せを行う前に2年間を超えない滞在
期間、合法的にその呼び寄せ者が国内に滞在する要件を課
すことができる』という規定を尊重しているものである」46

と説明し、その正当性をEU指令に求めている点が確認さ
れる。さらに続けて、結婚可能年齢の引き上げによる家族
再結合移民の抑制に関しても2003/86/EC指令の規定に一
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表2：2006年法の国民議会および元老院における審議日程

国民議会および元老院における審議日程
2006年3月29日 国民議会において法案（n° 2986）提出

5月 2日 国民議会における公式会議の開始

5月17日
国民議会において法案採択
元老院において法案提出

6月 6日 元老院における公式会議の開始
6月16日 元老院において法案採択
7月20日 憲法院による合憲判決



致するものであると報告している 47。このレポートにおい
ては、家族の呼び寄せに際し、必要な合法的滞在期間を従
来の12か月から18か月引き上げる規定をはじめとして、
法律の諸改正が2003/86/ECの規定に則していることを強
調することで正当性の確保を試みている様子が確認され
る。
さらに、2006年6月15日の元老院においては、社会党・
緑の党などの左派政党から、同法案の関連条項に対する批
判がなされた。例えば社会党のモニック・シェリジエーベ
ン・ギガ（monique Cerisier-ben Guiga）は、国民運動連合
の、同法案が家族再結合移民の代わりに経済労働移民の増
加を志向するものであるという意見に対し、家族再結合の
移民は経済労働移民に対抗するものではないと主張した。
緑の党のアリマ・ブムディエンヌ・ティエリ（Alima 

Boumediene-Thiery）は、同法が政府の自由裁量を増加さ
せるものであるとの批判を行う。これに対して、フィリッ
プ・グジョン（Philippe Goujon）国民運動連合議員は、デ
ンマークやオランダなどの制限的な移民政策を実施してい
る国に言及して、フランスがそのような移民政策を導入す
るのは合理的であると主張した。
　元老院においても6月16日に同法の採択に関する投票
が行われ採択が決定した。そして、憲法院においても、n° 

2006-539 DC du 20 juillet 200648の決定において合憲と判断
された 49。
上記の審議過程を経て成立した2006年法においては、
以下の内容が要点として挙げられる。第1に、従来、不法
滞在者が、10年以上の滞在を証明すると合法的滞在者とし
て認められる自動的な正規化の制度を廃止した。第2に、
家族呼び寄せが認められる合法的外国人労働者の滞在年数
を、従来の12か月から18か月に延長した。第3に、フラ
ンス国籍保有者との婚姻に基づく正規滞在許可証の交付
を、従来の結婚後2年から3年に延長した。第4に、「能力
と才能による滞在許可証（La carte compétences et talents）」
が新設された 50。これらの規定はまさにサルコジの標榜す
る「選択的移民政策」を代表するものであると言える。
さらに上記の審議過程の分析は、以下のことを示してい
る。第1に、同法の成立を志向する国民運動連合の議員達
あるいは法案担当者は2003/86/EC指令を同法の根拠とし、
立論を行っていることが確認できる。第2に、EUの存在と
は直接関わりなく、他構成国で採択している制限的な移民
政策に対する言及が非常に多いということである。これら
の事実はEU指令というEUの公式のルールにとどまらず、
他の構成国で実施された政策スタイルがフランス国内の
ディスコースや公共政策に組み込まれていく様態を示すも
のとなっていると言える。第3に、まさに欧州委員会が後
に反省点として挙げている裁量条項に基づく国内法化が、
審議過程では重要な論争点となっていたことが判る。

3.2.3 2007年法の法案および国民議会および元老院におけ
る審議過程

次に2007年法について分析を行う。2007年法は、家族再
結合に関する規制をさらに制限的なものにした。具体的に
は、第1に、入国前にフランス語の理解力および共和国の
理念に関する理解を証明するテストを受けること。第2

に、家族を呼び寄せようとする外国籍保有者は、最低賃金
の1.2倍の収入を社会保障抜きで確保すること。第3に、
DNAテストの実施可能性を規定することであった 51。
まず2007年の国民議会および元老院の審議がなされる
以前の国内状況について記述する。
同年の4月から5月にかけて大統領選が行われたが、国

民運動連合の党代表はサルコジであった。党内では現大統
領のシラクを支持する派閥とサルコジを支持する派閥が形
成されたが、最終的には、シラクが大統領選挙への出馬を
表明しなかったことからサルコジが党の代表となる。いず
れにせよ、サルコジは党内外で支持を獲得していたと言え
る。その要因としては、内相として取り組んだ治安対策の
評価が指摘できる 52。それでは彼は2007年時の大統領選挙
公約において、移民問題に対してはいかなる態度を示して
いたであろうか。選挙のマニフェストが示されたSarközy, 

N.（2007）“Mon Projet Ensemble tout devient possible”におい
ては、年ごとの移民の上限を創設すること、移民に入国前
に一定度フランス語を習得させること、家族呼び寄せ者は
居住および家族手当てなしに家族を養えることなどの要件
を満たすことを強調する等、家族再結合移民に対する一層
制限的な姿勢を顕にしていた 53。結果としてニコラ・サル
コジが大統領選を制し、さらに、6月に行われた国民議会
選挙においても国民運動連合が勝利した 54。
それでは、選挙後に策定された2007年移民法案および

その審議過程について分析を行う。表3は、2007年法の国
民議会および元老院における審議日程である。

まず同法案は2007年より新たに新設された「移民、統合、
国民アイデンティ、共同開発省」（Ministere de l’immigration, 

de l’intégration, de l’identité nationale et du co-développement）
の大臣であるブリス・オルトフー（Brice Hortefeux）によっ
て提起される。提出された法案においては、まず家族再結
合移民がフランス入国の最も多い移民カテゴリーになって
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表3：2007年法の国民議会および元老院における審議日程

国民議会および元老院における審議日程
2007年 7月 4日 国民議会に法案が提出

 9月18日 国民議会における公会議が開始
9月19日 国民議会において法案が採択

10月 4日 元老院において法案採択

11月15日
憲法院による判決（n° 557 DC、13条及び
63条に関するもの）



いる点を強調する 55。さらに、「移民の社会における統合
は、言語理解と共和国価値の理解によって達成される」56

と主張している。本法案においては、第1条および第2条
がそれぞれ移民統合の方策に関する規定及び引き寄せ者の
収入要件に関する内容である。各項に指令2003/86/ECに
関する言及がある。第1条に対しては「第1条は、共和国
統合の道程に対する準備の規定を家族再結合の利益を要求
する16歳以上の外国人に適用するものである。この規定
は、2003/86/ECの方向に沿うものであり、同指令の7条2項
では『構成国は第三国定住者に、国内法を尊重しつつ、統
合の方策に順応することを要求できる』ことを予定してい
る」57との指摘がなされる。また第2条の引き寄せる滞在人
が要求される資力に関する規定については、「家族構成員
のメンバーに応じて、求められる資力も変化するが、これ
も2003/86/EC指令によって、構成国に許可されている規
定である」58と説明している。法案の提出段階において既
にEU指令に対する言及がなされていることがわかる。
2003/86/EC指令を用いたこれらの論理構成は、後に元老院
に対して提出される報告書でも確認できる。
次に2007法の国民議会および元老院における審議過程
について分析する。国民議会において同法案の議論が開始
されるのは9月18日からであるが、第1条に関する議論は
同日午後より開始される。本会議においては、左派から、
同法案が人権を切り崩すものであると批判された。特に社
会党のジョルジュ・ポー・ランジュバン（George Pau-Langevin）
は、「私達は、家族再結合の権利を切り崩すこの条項の削
除を要求する。この条項は、同規定によって外国人は利益
を受けることができると主張しているようであるが、彼等
のフランス語のレベルを改善するという口実の下で、政府
は、彼等の基本的な権利を排除している」59と批判を浴び
せた。彼女の批判が左派政党から提起される議論の基本線
であるが、これに対して委員会の報告者ティエリー・マリ
アニ（Thierry mariani）は以下のように反論を行う。「第1

条は、同法律においては不可欠なものである。なぜなら、
この条項は、国民議会選挙のキャンペーン中に共和国大統
領によって結ばれた、フランス語の習得を義務化するとい
う約束を代表するものだからである。……（中略）……さ
らに、私達はそのような施策を試みる初めてのヨーロッパ
の国ではない。2006年にオランダが施行し、去年の8月に
はドイツが施行しているので、3番目の国である」60と反論
を加えている。ここで注意すべきは、もちろん国民議会選
挙においてフランス語習得を義務化することが、有権者の
支持を得ているという、市民に賦与された正当性を主張し
ているのに加えて、オランダ・ドイツの例を出して、自身
の法案を擁護している点である。さらに、与野党議員の提
案する修正案に対してEU指令との適合性を根拠として報
告者が多く反論を行っている。この条項に関する議論にお

いては、もっぱら平等という共和国の原則的価値を根拠に
して左派政党から批判が加えられている。元老院において
も同様の議論がなされているが、基本的には左派政党より
提起された修正案は採用されることなく、ほぼ初めの原案
に近い形で成立することとなる。国民議会においては、賛
成282票、反対235票で採択された 61。

3.3 国内法化後の現象的変化と政治アクターの選好変化
3.3.1 現象的変化

2006年法実施以降に、家族再結合のカテゴリーで入国
する人数はどのように変化しているであろうか。欧州委員
会の「欧州移民ネットワーク（European migration Network: 

EmN）に提出されたフランス政府の統計によると、2006年
時には、19419人であったのが、2008年時には、17214人、
2009年には、15158人となっている 62。2006年から2009年
にかけては、約20パーセントの減少が生じている。これ
は2003年のSarközy法1、2006年法、2007年法に制定され
た制限的な家族再結合に関する規定が有効に働いている証
左であると言える。

3.3.2. 国内アクターによる国内法に対する評価と選好把握
前項において、フランスにおける家族再結合指令の受容
の様態と同カテゴリーで入国する移民数の変化を確認した
が、これを受けて関係アクターはいかなる認識を持ったか
を確認したい。そのためここでは、2011年に欧州委員会の
イニシアティブで開かれた家族再結合指令実施の諮問プロ
セスについて分析する。この諮問プロセスは2011年に欧
州委員会より提出された緑書（グリーンペーパー）に対し
て各構成国及び関係非国家アクターが回答することで成立
している 63。さらに、2012年5月には、欧州委員会が諮問
プロセスの要約文書の発行を行い、2014年4月には家族再
結合指令の運用に関するガイドライン資料を発行する。表
4は、EU家族再結合指令の国内法化後に行われた、欧州委
員会の諮問プロセスの日程である。

2011年に提起された緑書に対するフランスの回答につ
いて分析するといかなるフランス政府の選好を把握できる
か。ここでは特にEU指令の国内法化において制限的な方
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表4： EU家族再結合指令の国内法化後に行われた欧州委員会の諮
問プロセス

国内法化後に行われた、欧州委員会の諮問プロセス

2011年11月15日
欧州委員会よりEU家族再結合指令に関する緑
書発行

2012年 3月 1日 緑書に対する返答期限
2012年 5月11日 欧州委員会より諮問プロセスの要約文書の発行

2014年 4月 3日
家族再結合指令の運用に関するガイドライン資料
を発行



策の策定につながった裁量条項について分析する 64。
まず緑書2.2項において論点となっている家族再結合の
権利を行使するために第三国国民に課される要件について
説明したい。家族再結合指令の中には構成国が課す家族再
結合移民が受け入れ国に統合されるための条件と具体的な
方法については規定されていない。該当するEU指令の第
7条2項は裁量条項であり、構成国に第三国国民に統合の
方策に対する自由裁量を与えている。この条項は閣僚理事
会における交渉でも最も議論された要求であったが、欧州
委員会のレポートによれば3つの構成国が、これらの方法
を用いて、言語テストあるいは受け入れ国の社会に関する
知識テストを通過するように第三国国民に要求している 65。
この統合方策に関する規定について、緑書の中では欧州
委員会側から以下の質問が提起された。
質問5：「①現在の方法は、統合の目的に対して、効率

的に貢献しているか。どのような統合の方策が最も効果的
であると言えるか。②EUレベルにおいてより具体的に、
これらの方策を設定するのが有用であるか。③入国前の方
策は推奨できるか」66という問いである。これに対してフ
ランス政府は、「統合方策の効果についての評価は簡単な
ことではない。もう少し結果を長期的にとらえなければな
らない。しかしながら、現在の評価の難しさは、その利益
や重要性と対立するものではない」67とし、フランスはス
トックホルム・プログラムにも謳われているような責任、
機会の平等という目標に適合的であるとの回答を行った。
さらに、統合の方策としてフランスでは、当該移民がフラ
ンス国内に到着する前に、受け入れと統合の事前契約を
2008年12月1日より実施しており、入国後も、フランス
社会の理解に対する誓約を移民に対して課していると説明
している 68。
さらに、②の部分については、現在の指令では異なる構
成国間で効果的な移民政策の実践情報を共有するという目
標を達成できていると説明する。移民統合は国家の特権的
な事項であり、家族再結合指令において、この事項を扱う
必要はないと説明した。そして現在の指令で、構成国が第
三国から家族再結合の資格によって入国してくる移民に対
し、国内法によって規定される統合方策に順応するように
要求することが可能である点を肯定的に評価している。
③の部分について、フランス政府は受け入れに際して事
前の方策を設定することに賛成である立場を示した。この
政策は人の移動に対する障壁であると見なされているが、
逆に第三国国籍者のフランスにおける将来の生活を保障す
るものであるとし、フランスでは無料で語学研修などが提
供されている点を強調している。
次に緑書の2.5項で言及されている詐欺行為、権利の不
正利用、手続き上の問題について検討する。これはEU指
令第5条2項の規定に関する部分であるが、同項はインタ

ビューを実行し、仮に必要であれば、他の調査（DNAテ
スト）を実行する可能性を提供した。欧州委員会としては
これらのインタビューや調査が適切性のあるものでなけれ
ばならないと主張している。これについては質問10：「詐
欺行為についての明らかな証明はあるか。問題はどの程度
重大であるか。インタビューやDNAテストはそれらを解
決する道具となり得るか。さらにより特定的に上記の調査
方法をEUレベルにおいて規定する必要があるか？」69が提
示された。フランス政府の回答においては、2007年11月20

日の法律により、DNAテストを行う可能性が生じたことを
説明している。そしてフランス政府は、ヨーロッパ・レベ
ルにおいて全ての構成国に共通した政策を創設するのは容
易ではないように思われるとし、統合の手続きは重要かつ
調和化に向かないとした。他方で、構成国がそれぞれの実
践を他の構成国と情報共有することについては関心を示し
ていた。
結論部分においては、フランス政府は現行の2003/86/EC

指令の枠組みはいくつかの点において修正の余地はある
が、改定を行うことについては賛成しないとの立場を表明
している 70。

3.3.3 諮問プロセスを受けての欧州委員会の対応
上記の諮問プロセスのまとめとして、欧州委員会は2012

年5月に回答をした関係アクター達の返答を集計し、要約
したコミュニケーション資料を発行した 71。大半の構成国
は、現行指令が保証する構成国の権限、自由裁量に好意的
であった。個別の質問項目について確認すると、質問5、
すなわち移民の統合方法に対しては、フランスのみならず
大半の構成国が移民統合の方法をEUレベルで共通化する
ことに反対であることを表明していたことが確認される。
しかしながら、全ての構成国が制限的な統合方法を志向し
ているわけではなく、キプロス、ラトヴィア、ルクセンブ
ルク、スウェーデンなどはむしろ移民に対して制限的では
ないアプローチに好意的であることが示されている 72。国
際機関あるいは、社会パートナー、NGOの意見としては、
やはり批判が入国前の審査に対して集中した 73。
さらに欧州委員会は、2014年に発効した2003/86/ECのガ

イドラインを示したコミュニケーション資料 74において、
この諮問プロセスの合意として、「指令は再提起されるべ
きではなく、欧州委員会は既存のルールの十分な実行を確
保する。そして必要な個所においては、是正手続きを行
い、発見された問題についてのガイドラインを作成すべき
である」75という結論に至った。各構成国に自由裁量が認
められており、各構成国がそれを制限的な移民政策の実施
に利用している現状も認識しつつ、その利用が、「家族再
結合及びその有効性の促進」という指令の目標を切り崩す
べきものとなってはならないとの意見は同時に表明された。
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さらに、前節の質問に関連する条項に関してはいかなる
反応を示しているだろうか。まず統合の方策について規定
している7条2項については、以下のような言及がなされ
ている。「欧州委員会は、構成国が第三国国民に対して統
合方策を遵守するよう要求するかどうか決め、彼等の国内
状況に最も適合的な方法を発展させるための余地を認識し
ている」76と裁量条項によって生じた構成国間の実施の多
様性に関する認識を表明している。続けて、「しかしなが
ら、欧州委員会はそのような方策の目的は家族メンバーの
統合を促進するものであるということを強調する」と留意
する。さらに、具体的な方策についても言及し、「欧州委
員会は、以下のように考える。構成国は家族のメンバーが
新しい居住国について学ぶため、そして統合プロセスを促
進する言語スキルを獲得するために必要な統合政策を提供
すべきである。……（中略）……出発前の統合政策は移動
が起きる前に情報を与え、そして能力を鍛えることによっ
て受入国への移動準備に有用であるかもしれないが、受入
国でそのような統合政策を行う方がより有効であろう」77

と意見を述べている。ここでは欧州委員会がフランスなど
の構成国が実施している入国前の統合政策に対して、一定
の有用性は認めつつも、入国後により効果的な方策を見込
んでいるという点で、人権NGOの意見に近い考えを持っ
ていることがわかる。ガイドラインは各条項に対して以上
のような形で提起されており、法的拘束力はないものの、
構成国によるEU指令の国内法化に対する欧州委員会の重
要な意見表明と捉えることができるであろう。次節におい
ては、本節の事例分析において得られた含意を確認し、結
びとする。

4．結論 ：「欧州化」と政治過程のダイナミズム

本論文において事例分析によって得られた結果とその実
証的及び理論的な貢献を整理し、EU共通移民政策の研究に
対する含意を確認していきたい。まず事例分析によって得
られた結果を整理し考察する。次に、分析結果によって得
られた先行研究に対する理論的貢献を確認する。
まず事例分析を通して得られた結果を整理するが、第2

節において言及した「欧州化」の分析視角から、移民政策
領域におけるEUという政体のダイナミクスがいかなる様
態をとっていることが明らかとなったかを記述する。
第1に、EUにおける指令の策定過程においては、EUア

クターと各構成国の政府アクターとの間で相互作用が生じ
ていたことが確認された。特に家族再結合指令の策定過程
においては、2000年の議長国フランスの選好と欧州委員会
の指令策定の趣旨が一致し、EUレベルでの共同体化に反対
する国がありながら、欧州委員会をサポートしていた点が
確認された。さらに、閣僚理事会における議論を通して、

指令は多くの「裁量条項（optional clause）」を含むものと
なったことが明らかとなった。指令がこの様な裁量条項を
含むということは、合法的移民政策領域の特徴であるとい
える。
第2に、EU指令がフランス国内において国内法化される
過程では、フランス国内の移民政治に大きく影響を受けた
ことが確認された。第3節で述べた通りフランスにおける
移民政策は政権与党の選好を強く反映するものであり、家
族再結合指令は、特に2007年以降内閣を形成した国民運
動連合のリーダーであったサルコジが展開する「選択的移
民政策（immigration choisie）」の一環として国内法化され
ていった側面が強い。特に裁量条項を理由にして、制限的
な移民政策を立法していることが、大きな特色として挙げ
られるであろう。
また、その審議過程においては、EU指令の国内法化によ

るEUレベルでの移民政策の共通化や他の構成国における
移民政策に対して言及が多くなされるなど、EUレベルの共
通移民政策の形成を重要視するという、EU構成国としての
アイデンティティに対しても影響が与えられていることが
確認される。それと同時に、EU指令の規定や文言が国内
ディスコースにおいて、与党である国民運動連合の主張を
裏付ける根拠として組み込まれていることも確認できる。
しかしながら他方で、結果として国内法化された法律に
よって、家族再結合移民の入国数は減少するなど、従来欧
州委員会がその指令に込めた規範や信念は、むしろ裏切ら
れる結果となっていたことも指摘できる。
第3に、EUと各構成国の相互作用は、EUレベルにおけ

る指令の策定及び協定の締結と各構成国における国内法化
と実施をもって終了するわけではない点も重要である。家
族再結合指令の事例においては、欧州委員会主導のもと
で、諮問プロセスが設けられたことが確認できる。特に、
「裁量条項」に対して構成国のみならず人権NGOに意見を
求め、それによって各構成国の移民政策の実施を監視し、
さらなる共通化が必要であるかを諮問している。結果的に
欧州委員会は、各構成国が、さらなる共通化には反対する
という選好を持っていることを踏まえて、指令実施のガイ
ドラインを提起するという戦略をとり、共通化の漸進的な
進展を試みたのである。このような分析結果を踏まえて、
EU共通移民政策、特に合法的移民政策領域における発展
の様態を改めて記述すると、以下のようになる。すなわち
移民政策領域において策定されるEU指令は条項の中に構
成国に一定の自由裁量を与える裁量条項を含め、構成国内
で国内法化される際には欧州委員会の意図に反する制限的
な移民政策の策定における政治的資源となりうる。他方で
指令の国内法化後も欧州委員会をはじめとするEU機関は
継続的に各構成国の自由裁量を減じる努力を行っている。
事例分析から得た上記の点は、先行研究をいかに発展さ
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せているか。第2節において整理した先行研究において
は、欧州統合理論や「欧州化」の枠組みを用いてEU指令
形成の背後にあるアクターの選好や交渉の様態が主に分析
対象とされていた。しかしながら、これらの研究はEUレ
ベルでの制度形成を分析の終着としている点で、静態的な
制度分析にとどまっている。それに対して本稿の理論的貢
献を簡潔に述べるならば、以下のようになる。すなわち本
稿では各構成国の政治状況を考慮にいれEU指令の国内法
化とその影響を分析することで、EU共通移民政策の発展に
おいて制度とアクターがマルチレベルな政治体制のもとで
相互作用しているという点に加え、時間的な変動性を視野
に収めて考察を行うことによって、各アクターの戦略や選
好の変化といった動態的な分析を行うことが可能となる。
この動態的な分析は、変化の激しい欧州統合に対する研究
をより豊かなものとするであろう。
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 The EU common policies on immigration and residence 

permission have developed since the late 1990s. The attempt to 

establish common institutions at the EU level has not necessarily 

deprived the EU member states of the competence of migration 

management. On one hand, the EU member states have pursued 

their autonomy to prevent stronger common policies and their 

conflict with domestic actors, and have made the “escape to 

Europe,” which formalizes acceptable common immigration 

policies at the EU level. On the other hand, the EU has succeeded 

in establishing common rules for the member states by formulating 

directives and medium-term action plans, and strengthening the 

jurisdiction of the Court of Justice of the European Union. 

Namely, the development of the EU common immigration 

policies reflects the history of conflicting relationships between 

the member states pursuing their autonomy and the EU pursuing 

communalization. 

 Furthermore, since the 2000s, there has been an increase 

in the transposition of the EU directives as common rules into 

domestic laws in the member states, as well as in the 

implementation of these laws. In order to understand the 

development of the EU immigration policies well, we should 

analyze precisely how the EU directives are transposed into 

domestic laws in the member states and how the transposition has 

influenced the EU member states and other actors. In this article, 

the historical process of transposition of the EU directives on 

legal immigration (for example, the EU Family Reunification 

Directive 2003) into domestic laws in France is analyzed 

carefully, considering the discussions on the European integration 

theories and “Europeanization,” which provide the theoretical 

framework to analyze the historical process of the development 

of common institutions in the EU. 

 The European integration theories and the framework of 

“Europeanization” as well as the existing research on the EU 

common immigration policies serve as the basis for this study. On 

one hand, the European integration theories explain how “actors” 

form “institutions” in the EU, promoting the evolution of 

institutions in a self-enforcing way. On the other hand, the theory 

of “Europeanization” enriches our understanding of the dynamic 

interactions between “institutions” and “actors” at multi-layered 

levels. Therefore, these theoretical foundations are very helpful 

for our study of the EU immigration policies. In this study, on the 

basis of the analysis of “Europeanization” in existing research, 

we establish a dynamic framework for analysis, integrating the 

EU-level negotiations, the effects of established institutions on 

domestic politics, the diversified process of the transposition of 

the EU directives to domestic laws, and the influence of the 

process of transposition on the negotiations at the EU level.

 We obtained the following conclusions from the results of 

our analysis of the transposition process of the Family 

Reunification Directive 2003 into French domestic laws. First, in 

the process of formulating the Family Reunification Directive, 

the role of the correspondence of preferences between the 

European Commission and the Jospin French government of 

Parti Socialiste, which had the Presidency of the Council, is 

identified. The European Commission implied the right of 

education for the integrated family in the bills, and the French 

government legislated the Chevènement Law that founded 

residence permit. Second, by analyzing the discussions in 

Assemblée nationale and Sénat, it is concluded that the process of 

transposition and implementation of laws in France was strongly 

influenced by the preferences of Nicolas P. S. Sarközy, who was 

the minister of internal Affairs in the Cabinet of Union pour un 

Mouvement Populaire (UMP). Third, a shift in the strategy of the 

European Commission was observed, which, faced with strategic 

responses by France and other member states, tried to make 

guidelines for the implementation of immigration laws as a 

solution to difficulties in promoting more common policies.
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1945年4月12日にアメリカ軍がブラウンシュヴァイク
を占領する3日前、ブラウンシュヴァイク市内とその周辺
部では、数多くのナチ党員が殺害された。特筆すべきは、
そこでの犠牲者がブラウンシュヴァイク郡の郡長と、突撃
隊中尉［SA-Obersturmführer］、そしてヘルマン・ゲーリン
グが所有する狩猟場の管理人だった点である。加害者ら
は、ブラウンシュヴァイク・ナチ党の「機動襲撃班
［Rollkommando］」に所属しており、その管区指導者であ
るベルトルト・ハイリヒ［Berthold Heilig］の命令にもと
づき行動した 1。ここで問題となるのは、彼らが明らかに、
ヒトラー内閣の誕生する1933年より前の時点でナチ党に
入党した、いわゆる「古参党員」だったことである。ナチ
による権力掌握後、彼らはブラウンシュヴァイクの都市行
政ないしは公益事業に職員として採用された。またそのう
ちの何人かは、党の職員としても活動した。戦中の最後の
数日間、彼らは管区指導部の掩体壕で生活し、そこに貯蔵
される食糧や酒類といった奢侈品をむさぼりながら、時折
自らの殺人行為を披露した。
被害者に話を戻そう。そこで犠牲となったのは、ナチの
権力掌握後に初めてナチ党に入党した男たちだった。入党
当時、彼らはすでに定職に就いていた。しかしながら、さ
らなる出世を遂げるうえで、ナチ党員という立場が彼らに
有利にはたらくことは明らかだった。こうした男たちは、
第二次世界大戦の最後の数日間のうちに、突如ナチズムか
ら距離をとり始めた。彼らは自分の制服を焼き捨て、鉤十
字を玄関から取り外すか、ないしは国民突撃隊の設置した
対戦車障害物を隣人が撤去するさまを、ただ茫然と眺める
ほかなかった。加害者の側から見れば、彼らは1933年以
降、勝利を収めたナチ運動に大挙して押し寄せた機会主義
者であり、敗戦後の自身の将来を確実なものとするべく、
すんでのところでこの運動から立ち去ろうとしたのだった。
ハイリヒの部下のひとりは、1945年4月9日に偶然、知
り合いの工場主に出くわした。その工場主は、アメリカ軍
から自分の村を防衛することに、何の意味があるのか懐疑

的だった。これを聞きつけたナチ党幹部は、工場主に非難
の言葉を浴びせた。「貴様らは上手くいっているあいだは、
大声で『ハイル・ヒトラー』と叫んでも叫び足りないぐら
いだったのに、今じゃもう愛想を尽かしちまったんだな。」2

そして彼はSA隊員に指示を出し、この工場主を射殺させ
たのだった。
ベルトルト・ハイリヒは1931年5月、16歳のときにすで
にSAに入隊し、その後すぐにナチ党への入党も果たして
いる。1933年8月以降、彼はヒトラー・ユーゲントと党の
ためにさまざまな役職を渡り歩いた。そして1943年初頭
に独ソ戦への出撃で負傷し、受勲とともに戦場から帰還し
たのち、1944年からヒルデスハイムのナチ党管区指導者を
務めることになる。事件の起きた1945年4月、彼は加害者
らに対して次のように宣言している。立場の定まらないナ
チ党員を処罰することで、ハードさと確固たる決意を表明
せねばならない、と。
加害者らは多くの場合、犯行現場に遺体を置き去りにし
た。その際、遺体には「人狼部隊［Der Werwolf］」と書か
れたボール紙製の掲示板が添えられた。それを見た住民た
ちは、ヒムラー率いるSSの手でごく小規模に組織され、
1945年4月以降はゲッベルスにより大々的に宣伝され、に
もかかわらず、実際には存在しなかった同名のナチ地下運
動が、ブラウンシュヴァイクで活動していると思い込んだ
ようだ 3。1945年4月11日、ハイリヒもまた現地の有線放送
を使い、「人狼部隊」は腰抜けどもを処罰する、見せしめ
はすでに始まっているのだ、と宣言した 4。ハイリヒとそ
の信奉者たちが市内から逃走したのは、それからわずか数
時間後のことだった。

1945年春にナチ体制は黙示録的な終焉を迎えた。何十
万というドイツ兵と連合国軍の兵士が、終戦間際の最後の
数ヶ月間に戦死した。何万という強制収容所の囚人が、死
の行進のさなかに命を奪われた。彼らは往々にして、あと
数日ないし数時間生き延びていれば、連合国の手で解放さ
れたはずの人びとだった。何千という外国人強制労働者
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が、SSや警察、国防軍の部隊、そして国民突撃隊の手で殺
害された。何千というドイツ兵と一般市民が、国防軍の即
決裁判の犠牲者となった。それは戦争の最後の一日まで部
隊を将校の統制下にとどめ置くための方策だった 5。
私が本稿で取り上げる、終戦間際の最後の数週間におけ
る暴力の断片は、量的な点でいえば最も小規模な部類に属
する。ただしそこでは、確かに千人を下回る規模ではある
ものの、百人以上ものドイツの一般市民が、ナチ党の地元
活動家の手によって、最後の数ヶ月のうちに殺害されたの
である 6。従来的な説明方法としては、こうした事件の加
害者に、没落に瀕して自暴自棄に振る舞うようになった無
法者、あるいは倒錯した狂信者、ないしはあらゆる手段を
使い、数日でも長く自らの支配を維持しようとしたシニカ
ルな権力者を見出すのが常だった 7。しかしそのような叙
述は、1940年代後半から1950年代前半にかけて、西ドイツ
の法廷や世論を通じ支配的となった解釈を再生産している
にすぎない。この種の殺人は当時、まさにナチ体制が自民
族に行使したテロの典型とみなされていたのである。
ファナティシズム、非合理主義、ないしは世界が終わっ
てしまうのだという、攻撃性へと転化した雰囲気　　こう
した個々のファクターは、いかなる事例を扱う場合でも、
そのつど慎重に検討されるべき、意義ある役割を担ってき
たと推察される。そしてその意味において、確かにこれら
のファクターは重要な説明因子［Erklärungselemente］とい
えよう。ただ、もし仮にこうした個々のファクターを参照
するだけで、ベルトルト・ハイリヒの機動襲撃班がとった
あのような行動を十分説明できるのであれば、その行動は
全体として、第二次世界大戦最後の数ヶ月における、これ
といって関心を寄せられることのないひとコマに過ぎなく
なるし、また量的な面だけでなく、質的な面においても、
どちらかといえば意味のないものとなるだろう。
私は本稿において、そうした解釈とはまったく別の解釈
を提示してみたい。議論の対象となるのは、ナチの「民族
共同体［Volksgemeinschaft］」がドイツの戦後社会で変容
を遂げる際、これまで述べたような暴力行為と同程度に、
終戦直後におけるその受容も重要なファクターをなした、
という点である。連合国やかつての迫害の被害者が不信を
もったように、そこではほとんど誰しもが、自分は実のと
ころナチでなかったと主張したのだ。
こうした暴力の分析から明らかなのは、戦時下における
最後の一年間が経過する中で、ドイツ社会の多数派が徐々
にナチズムから距離をとり、「民族共同体」からこっそり
と撤退していったことである。深まりゆく自らの孤立、さ
らには衰退を自覚したナチ運動の中核グループは、1945年
初頭以降、離脱していく「民族同胞」に対してますます情
け容赦のない態度をとるようになった。そのような態度は
一方において、こうした社会現象としてのセルフ非ナチ化

［Selbstentnazifizierung］の帰結であったし、また他方では、
そのセルフ非ナチ化を決定的に促したのである。
歴史学者のクラウス=ディートマー・ヘンケは、当該の

暴力行為を「『非ナチ化過程の』経験的ショック」として
特徴づけており 8、また政治学者のヘルフリート・ミュン
クラーは、連合国の進駐によってその都度もたらされたナ
チ支配の地域的終焉よりも、「権力崩壊［machtzerfall］」
（これはヘッセン州の小都市フリートベルクの終戦に関す
るミュンクラーの研究のタイトルである）プロセスの方が
先行していた、とのテーゼを打ち出している。そしてこの
ような分析は、ナチズムという全体現象に対する、まった
く独自のパースペクティヴを可能にしたとされる。すなわ
ち、第二次世界大戦の最後の数ヶ月間に起きた出来事につ
いて、ミュンクラーは次のような指摘をおこなっている。
「ナチ党は、1933年以前のナチ党と1933年以降のナチ党が
渾然一体となった状態から、ふたたびそれぞれの要素へと
分解していったのである。」9

1945年にナチがドイツの一般市民に行使した（ブラウ
ンシュヴァイクの事例にみられるような）暴力行為のイニ
シアティヴは、奇妙なほど多くの場合、ナチ党という「ア
マルガム」における特殊な要素、つまりはその「古参闘
士」を担い手とするものだった。この点から浮かび上がる
のは、1944年半ば以降のナチ体制の権力崩壊とドイツ社会
のセルフ非ナチ化、ならびにナチ運動の歴史的中核におい
てますます深まっていった孤立と自己隔離をてがかりとし
ながら、研究をおこなうというアプローチである。
私は第一に、このテーマをナチズムの歴史に関する目下
の研究状況の中に位置づけたうえで、第二に、1944/45年の
時点でなお確信的なナチだった人びとの手による、同時代
の自己描写をてがかりとしながら、権力崩壊に関する彼ら
の自己認識を素描していく。それは第三に、ナチ党の活動
家がドイツの一般市民に行使した1945年春の暴力を、こ
うした背景のもとに分析し、また加害者が自らの行為を同
時代においてどのように意味づけたのかを問うためであ
る。
その際、私が打ち出したいのは、1945年春に「古参闘

士」がドイツの一般市民に行使した暴力について、次のよ
うな説明が可能であるとのテーゼである。すなわち、そう
した暴力は一方で、1933年以前のナチ党における内政上の
「闘争期」経験に由来し、また他方では、「古参闘士」のミ
リューで広まった将来への期待にも由来しているのだ、
と。ここでの期待とは、近々訪れる敗戦が1920年代初頭
のような戦後状況をもたらし、そこで新たな急進ナショナ
リストの運動が成立し、権力をめぐり闘争を繰り広げるだ
ろう、というものだった。
そして最後に、私は第四の段階として、1945年以降、西
ドイツの司法と公論によって究明された暴力行為の総括に
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視点を移し、さらには反ナチズムという連邦共和国の建国
コンセンサスにとって、そうした総括がもつ意味を問うこ
ととしたい。

カリスマ的共同体と民族共同体

ナチズムの歴史に関する研究は近年、ふたつの概念に特
徴づけられている。ひとつは「カリスマ的支配」の概念
（とともに、そこに「新しき国家性［neue Staatlichkeit］」
というモデルを付け加えようという提案）であり、もうひ
とつは「民族共同体」の概念である。「民族共同体」は長
いあいだ、とりわけイデオロギー批判の観点から「誤った
意識」とされており、それが有する迷妄説的な性格につい
て、階級状況の連続性を示す社会統計学的なデータととも
に立証されてきた。これに対し最近の研究は、民族共同体
という〈誓約〉のもつ長期的な結合力や、それが生み出し
た擬似的な日常経験としてのメディア演出に力点を置き、
さらには、そこから排除された人びとに対する集団的暴力
の実践において、まさしく「民族共同体」が成立した、と
の主張を強く打ち出している。それは例えば、ミヒャエ
ル・ヴィルトが〈自己への権限付与としての民族共同体〉
に関する研究でおこなったことである 10。
こうしたパースペクティヴに立つ場合、1945年春という
時期はアンビヴァレントな様相を呈してくる。つまり一方
では、死の行進を強制された強制収容所の囚人に対し、戸
口で新たに繰り広げられた集団的暴力が、行動共同体とし
ての民族共同体をもう一度再現する。しかし他方において
は、ナチ党幹部がドイツの一般市民に向けて行使した暴力
が、感情的結びつきによって統合された「民族共同体」の
存続を否認したのである 11。
イアン・カーショー、ハンス=ウルリヒ・ヴェーラー、

そしてルドルフ・ヘルプストといった面々が最も強く主張
したように、マックス・ヴェーバーから借用したカリスマ
的支配のモデルを駆使することにより、ナチズムの支配体
制を独裁制とするか、それとも多頭制とするかをめぐる長
い論争をくぐり抜け、研究はさしあたり、明らかに合意可
能な基盤を見つけ出した 12。そこでの考察においては、ア
ドルフ・ヒトラーの軽薄な人柄はさほど問題とされず、そ
れよりむしろ、想像されたカリスマ的指導者とドイツ社会
とが織りなす相互作用の方に力点が置かれた。そのような
相互作用は、社会の大部分の人びとが抱いた欲望、つまり
は、実存的な危機として知覚された近代の中で　　ヘルプ
ストが言うところの　　  「ドイツの救世主」にその身を預
けたい、という欲望のうえに成り立つものだった。
こうした相互作用において中心的役割を担ったグループ
については、ヴェーバーに倣い、ヒトラーの「カリスマ的
共同体」とみなすことが可能である 13。「信奉者」からな

る緊密なグループこそが、1920年代初頭にヒトラーのカリ
スマ性を捏造し、宣伝したのであった 14。1933年以降、そ
のグループは伝統的国家機構を特殊ナチ的な、国家的なる
ものへと変貌させた。そこでは、官僚制的な組織形態と
「運動」の要素が混交され、これによりカリスマ的支配を
比較的長期にわたり存続させることが可能となった 15。ま
た同時に、こうした支配体制の破壊的力学を支えた要素と
して特筆すべきは、「総統」の思し召しを執行するにとど
まらず、それを前もって察知し、自ら実現していくカリス
マ的信奉者集団の決然たる態度である 16。
むろん、その自己理解と機能から、ヒトラーのカリスマ
的共同体として定義しうると考えられたグループについて
は、それがどの程度の範囲をもつかで、研究ごとにかなり
イメージが異なっている。例えば、そうしたグループは時
折、ヒトラーとの親密な人間関係を足がかりとしながら、
ナチ運動やナチ国家でのし上がった人びとから構成され
る、ごく狭小なサークルと同一視される。この場合、グ
ループの範囲は数の上では3桁にとどまることになる。こ
れに対し、他の研究者はカリスマ的共同体の境界線をより
広く設定するか、ないしはそのような境界設定それ自体を
断念している。
私自身はヒトラーのカリスマ的共同体を、およそ85万
人の規模をもった、いわゆる「古参闘士」のグループとし
て広く位置づけることを提唱したい。彼らは1933年1月の
段階ですでにナチ党に入党しており、早くもその6ヶ月後
には党内における少数派となった。そして1945年の初め
には、ナチ党の全構成員のうちわずか10%以下にとど
まったのである 17。当然ながら、こうした初期からの信奉
者が全員、ヒトラーと親密な人間関係を築いていたわけで
はない。けれどもナチのプロパガンダ国家は、1933年以前
も以降も、莫大な資金を費やすことで、そうしたヴァー
チャルな親密さともいえる関係を演出したのであり、その
限りにおいては、ヴァーチャルな共同体についても語るこ
とが可能だろう。1933年以前のいわゆる「闘争期」にナチ
党に参加した人間は、比喩的な意味でヒトラーと肩を並べ
て闘争し、それによって　　ヒトラーと実際に個人として
出会ったことがない場合ですら　　ナチ的な理解におい
て、彼の信奉者となったのである。
これまでの研究は「古参闘士」を扱う際、その検討対象
を主に「闘争期」における役割、ないしは1933年以降の
支配体制改造に対する、彼らの決定的な関与に限定してき
た。それは1930年代半ば以降のナチ党組織の歴史に関す
るわれわれの知見が、その他の時代に比べて依然乏しい状
況にあるのと同様である 18。ある現象を検討しないとき、
歴史学者がおこなう古典的な言い訳は、確たる史料が不足
しているというものだ。この傾向はまさに、第二次世界大
戦末期という時代に顕著である。すなわち、党史に関する
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潜在的に興味深い側面が数多く存在するにもかかわらず、
それらが文書として結実しないのである。加えて、終戦時
には膨大な数の書類が処分されたし、また1945年以降に
自伝的な自己研究を推進しようとした「古参闘士」の動き
も、ごくわずかなものにとどまった 19。
にもかかわらず私は、「古参闘士」のテクストと行為を
体系的に分析していけば、戦争の最後の一年におけるカリ
スマ的なナチ共同体の展開を、その根本的特徴において検
討することが可能だと確信している。すなわち、この共同
体の構成員たちは、そうしたテクストと行為において、互
いに自らの現状解釈と自己描写を交わすことに執心し、ま
た同時に、自分たちの共同体を経験共同体として再生しよ
うと試みたのである。

「闘争期」の現前化

確信的なナチが最後の瞬間、自身の共同体に向けた省察
は、実に多様な様相を呈している。第一に、宣伝省とナチ
の地元当局は戦争の最後の数ヶ月にわたって、党の活動家
に向けた集会活動を増大させ、またそれと同時に、活動家
のみを対象とした通知、ビラ、新聞の作成に力を入れた 20。
「そもそも私が現段階でより重要だと考えているのは」と、
宣伝大臣ヨーゼフ・ゲッベルスは1944年11月末に書き留
めている。「党指導層の前で、何もかも包み隠さずに話す
ことである」。お互いにおおっぴらに話せば、まるで「闘
争期に戻った」かのように感じることだろう、と 21。
その数ヶ月前の1944年8月3日、ゲッベルスはすでに

ポーゼンの大管区指導者会議における演説で、「古参闘士」
の新たな前衛としての役割について訴えていた。1933年以
前の「闘争期」において幾度となくそうだったように、わ
れわれは改めて「生きるか死ぬかの危機」に直面している
のだ、と大管区指導者らに打ち明けた彼は、ナチ党の「革
命的高揚」の復活を次のようにアピールした。「国民社会
主義者は今やふたたび問題を突きつけられている。国民社
会主義者は今やふたたび決断するだろう。民族［Nation］
をどう導くのかを。」22 ゲッベルスはここで、「国民社会主
義者」をおよそすべての党員ではなく、「古参闘士」の中
核を軸に形成されうるような、活動家集団の一部として理
解していた。ゲッベルスが要求するのは、党機構が「根源
的な原器［primitives Urmaß］」、つまりは「古参の即興演
説家」と「古参の戦友」にまで縮小されねばならないとい
うことだ。ゲッベルス曰く、そうした人びとは目下の危機
に際して、1933年以前の自身の経験にもとづきながら、動
じることなく対応し、むしろそれどころか「絶好調」とい
える状態にまで達したのだ、と 23。

1944年の晩夏以降、ナチ党指導部が「古参闘士」に向
けて発しようとしたのは、彼らが特権的な地位を要求して

も一向に構わないし、むしろかつてナチズムを政権の座に
就かせた際のエネルギーを再度発揮することで、そうした
地位を手に入れねばならない、というメッセージだった。
ヒロイズムという集団的経験を主張することで、カリスマ
的共同体を統合しようという試みは、いわばテーマ的な面
でも当該テクストの中心部分を占めていた。ナチ体制が目
下抱える存立の危機は、常に「闘争期」とのアナロジーに
置かれる。「闘争期」のナチ党員は、ドイツ人の大多数か
ら理解されないまま、先行き不透明な状況に絶えず身を置
いていたとされる。しかしながら、自らの指導者を信頼
し、不屈の意志を携えながら、動じることなく闘争し、最
終的に勝利を手にしたというのである 24。

1933年以前のナチ党が幾度となく体験し、そしてドイ
ツが目下体験しているとされる実存的な危機について、ヒ
トラーは1944年11月9日の宣言で、党友に向けて次のよ
うにうそぶいている。この状況はまさに「幸運」かもしれ
ない。「なぜならそうした危機が、軽薄きわまりない輩を
党から削ぎ落としたからだ。奴らは単なる金魚のフン
［mitläufer］に過ぎなかっただろうが、にもかかわらず、
勝利の日には最も騒々しく英雄を気取ったことだろう」25。
1945年初頭、ヒトラーは「古参闘士」が最後までもつ特
別な義務を、幾度となくアピールした。彼は全国民に向け
られた1945年1月30日の最後のラジオ演説にて、指導者、
そして預言者たる自らの役割を前面に押し出す一方で、党
友に対しておこなった1945年2月24日の党綱領発布25周
年記念宣言においては、次の点を強調している。すなわ
ち、1920年に「まったく無名の人物」として「一致団結し
た敵の世界」に対する闘争を開始したのは、自分ひとりだ
けではない。初期ナチ党員の全員が「名もなき人びと」と
して、最終的には「粘り強さと、何事にも動じない固い意
志」を発揮しながら、「完全に崩壊状態にあった民族
［Volk］」を味方につけたのだ、と 26。ヒトラーは同じ宣言
で、「古参闘士」に向けて「臆病をさらけだしたり、闘争
をサボタージュしたりする輩は、ひとり残らず始末する」
ように、とかなり具体的な命令を下している 27。
党の官房長官であるマルティン・ボルマンは、総統の思
想について、1945年2月24日のナチ党員向けの布告におい
て次のように述べている。目下の状況において、またもや
「価値あるものと無価値なもの」が選別されている。「今や
われわれが打算的な金魚のフン［mitläufer］だったのか、
それとも私心なき信奉者なのかが決せられる時だ」と 28。
ところで、1944年から1945年にかけては、ナチ自身の共
同体がもつ脆弱性を証明するようなそれ以前の経験が、ご
く頻繁にテーマとして取り上げられた。例えば、ヒトラー
とグレゴール・シュトラッサーとのあいだに勃発した
1932年秋の抗争がその典型であるが、そのような経験は
ベテランのナチ党支持者が目下弱気に取り憑かれているこ
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とのアナロジーとして利用された。すなわち、シュトラッ
サーのような輩の「裏切り」は、1933年1月30日の勝利を
もって、最終的にそれが誤った決断だと証明されたのだ、
と 29。
このような現実からかけ離れた呪文の言葉は、1945年に
おいて、その受け手に対しある程度の影響力を発揮したと
思われる。というのも、その呪文は過去10年以上ものあ
いだ、ナチ党のコミュニケイティヴな記憶において涵養さ
れてきたのと同じように、定型句と結びつく（そしてそれ
をアクチュアル化する）ことに成功したからである。こうし
た関係から歴史学者フランク・バヨールは、ナチ党の性格
を「組織化された自己憐憫の党」と的確に表現しており30、
また社会学者クリストフ・シュミットは、ナチ時代に作成
された「古参闘士」の履歴書をてがかりとして、「ここで
の叙述は、敵に全面包囲され、絶えず迫害され追い回され
ているという、錯覚にとりつかれたような報告に類する」
と指摘している 31。
初期ナチ党員の犠牲者の歴史は、キリスト教の殉教説話
と非常に似通っており、1918年の革命を機に始まる。そし
てそのような犠牲者の歴史という神話は、1933年の権力掌
握以降、各支部のナチ党幹部、そして「古参闘士」の手に
より定期的に紡がれた。とりわけ1923年11月9日の一揆
の企てを祝うべく、毎年開催される記念式典においては、
こうした神話が儀式的に表現され、それを通じて「運動の
信念に殉じた人びと」が追悼された 32。ミュンヘンで毎年
壮麗な行進がとりおこなわれ、ヒトラーがビュルガーブロ
イケラーで最初期の同志を前に演説をおこなう中、ナチ党
の地区［Ortsgruppe］や管区［kreisgruppe］は、帝国全土
で祝典を開催した。各支部はそこで、1923年のミュンヘン
における死者だけでなく、場合によっては1933年以前に
自分たちの地元で命を落としたナチ党員への追悼をもおこ
なった。こうした犠牲者神話は1933年以降、日常生活に
おいてはとりわけ、国務や都市、ゲマインデ、ないしはそ
こでの（路面電車や水道、墓場をも含めた）公共事業にお
ける、何十万という「古参闘士」の立場を正当化すること
に貢献した。

1944年秋以降、ナチ党の幹部と活動家を対象としたプロ
パガンダは、1933年以前のナチ党における自称数千人もの
「流血の犠牲者」　　ひどくグロテスクな誇張である　　の
記憶を呼び覚ますことに、尋常でないほどに力を入れた 33。
この結果、プロパガンダの対象者たちは、自分たちが目下
同じような犠牲を払っているとの心持ちになり、またさら
には、自分たちの生命を脅かすと思われる敵が、連合国の
みならず（1933年以前と同じように）ドイツ社会内部の
敵対者の中にも存在していると思い込んだ。こうした省察
の中では、目下の戦争に敗北するかもしれないという考え
は、完全なタブーとはならなかった 34。そのようなパース

ペクティヴにおいて、1918年11月の終戦が国民的なカタス
トロフとして浮上してきたのは、何も当時のドイツが（目
下の状況と同じように）圧倒的な物量を誇る外敵に軍事的
な点で劣っていたからではない。むしろ、1945年に繰り返
してはならないとされた本当のカタストロフとは、まず
もって革命であり、さらには塹壕で生まれた「民族共同
体」の崩壊であった。ただし、「古参闘士」の本来の役目
は、こうしたナチ党初期の共同体を再活性化させることに
あるとされた。目下の戦争が先の戦争と同じく敗戦に終
わったとしても、その終焉は決して、革命や「民族共同
体」の崩壊によってもたらされてはならなかったのだ 35。
革命なき敗戦後の未来に向けて、SS人事本部に勤務する
アルフレート・フランケ=グリークシュ大佐［Standartenführer 

Alfred Franke-Grieksch］は、1945年4月初旬に「ドイツ自由
運動（民族同胞運動）［Deutsche Freiheitsbewegung (volksge-

nössische Bewegung)］」と名乗る新たなナチ政党の綱領を
起草した。その草稿によると、この政党は「古き国民社会
主義運動の中から生じ」ながらも、メンバーは戦闘的な中
核部分に限定されねばならないという。その際、綱領の作
成者は明らかに、ナチ的な自己理解にもとづく形で、1918

年以降にナチズムが胎動する契機となった経験のリフレイ
ンを念頭に追いていた。すなわち、「最も深い暗闇と苦し
みの只中にありながらも［…］ドイツ自由運動の男たち
は、あらゆる絶望、失意、目的の喪失、祖国への裏切りに
対する」、「異民族の抑圧の軛」に対する、そして「分離主
義」に対する「闘争を繰り広げているのだ」、と。最後の
「分離主義」については、一方で1920年前後に起きたライ
ン地方の分離主義運動を指しており、他方で1945年に西
部ドイツの人びとが示した、アメリカ軍に対する　　ナチ
の視点からみれば　　きわめてポジティヴな態度のことを
指している 36。
第二の史料群をなすのは、SS保安部（つまりはSD）が

1938年以降、ナチ指導部に対しておこなった、民情の変
遷に関する報告である。数万人にものぼるSDの情報提供
者は、自らの周囲で広まっている意見を定期的に文書に記
録した。これをもとに、地域の出先機関、最終的にはベル
リンの中央機関で勤務するSDの本部職員がムードを素描
した。
このSD報告に対する研究のスタンスは、史料批判にも
とづく懐疑的な態度と、時としてほとんど開き直ったよう
な希望的観測とのあいだで揺れ動いている。ここでいう希
望的観測とは、もはや公論とは呼べないようなナチ時代の
世論について、信頼のおける史料が他に存在しない事実を
鑑み、少なくとも「帝国民情報告［meldungen aus dem 

Reich］」を使うことで、ごくごくふつうのドイツ人の頭の
中を、断片的にではあれ覗き見ることができるのではない
か、というものである 37。こうしたテクストをめぐる史料
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批判は、まさに古典的な問題であり、テクストの成立条件
や作成者とその観測範囲、世界観的な特徴や影響力、さら
には史料類型の規則、そして言葉で表現しうることの限界
性を問うことにつながる。そしてそのような問いを立てる
のであれば、SD報告を民情の反映として解釈する立場に与
することは、ほとんど不可能となる。
とはいえ、SD報告が決して価値をもたないというわけで
はない。われわれはむしろこのテクストを、作成者集団に
よる現状解釈のドキュメントとして分析すべきだろう 38。
原資料を提供する情報提供者と同じく、SDの事務所で勤務
する報告書の編纂者もまた、ナチ・ミリューの中核を担っ
ていた。1944/45年に、彼らは報告書で自らを「積極的な
サークル」39、「政治的に自覚し思考する民族同胞」40、な
いしは「『揺るぎない』とみなされる国民のごくわずかな
部分」41などの概念を用いて描いた。確かにわれわれは、
作成者一人ひとりが「本当は」何を考えていたのか、また
さらにいうなれば、ナチズムの中核グループの内部で、現
状の解釈についてどのような話し合いがおこなわれたのか
を、この報告書から再構成することはできない。したがっ
て私としては、これらの史料をナチズム内部の意思疎通の
プロセスとして読むことが、納得のゆく読み方のように思
われる。では、この読み方を実践すると、SDの報告書から
何がわかるのだろうか。
まずもって、1944年8月までの報告書が証明するように、
自らがドイツ国民の大部分と調和しているのだ、という執
筆者の過剰な思い込みを指摘することができる。確かに
SDのナチ活動家は、1944年春の段階ですでに、国民が意
気消沈し、懐疑的で、将来への不安に苛まれていると認識
していた。しかしまた、連合国のフランス上陸が戦争の勝
敗を早急に決するだろうという予期を、国民と共有しても
いた 42。ノルマンディー上陸作戦の2日後である1944年6

月8日、SDが報告したところによると、「こうした決定に
耐え抜こうとする意志」が「いたるところで」支配的な影
響力を及ぼしていた。
もちろんSD報告の作成者は、自分たちが代表的な立場
を務めるグループとそれ以外の国民とのあいだに亀裂が生
じていると気づいており、それを次のように示唆してい
る。「民族同胞の大部分は充足感と喜びに浸っている。な
ぜなら、成功した侵攻のなかに、それでもどういうわけ
か、ある決定が迫っていることが察知されるからである。
積極的なサークルは、われわれが上陸してきた敵を追い払
うことができるだろうとほぼ確信しており、そこに戦争に
勝利する可能性をみいだしている。それ以外の民族同胞
は、それでも侵攻が成功すれば、戦争がじきに終わるのだ
と自らに言い聞かせている。」43

報告書はそれから、段々と縮小していくグループ　　そ
こには報告書の作成者たちも含まれる　　の基本的態度と

して定着した楽観主義と、（1944年6月25日付報告書の表
現を借りれば）「広範な大衆のなかに」確認できる「状況
を批判的かつ悲観主義的に」把握する「傾向」とのあいだ
に生じた二元性を指摘し、週を追うごとにますますその点
を強調するようになった 44。そうした描写が実際のところ、
当時国民のあいだで支配的だった空気の流れをどの程度反
映していたのか　　この点については、方法論的にしっか
りとした形で評価することが不可能である。しかし「民情
報告」からは、確信的なナチが1944年夏以降、ドイツ民
族への影響力を失っていく自分たちのことを、ドイツ民族
内部の少数派として認識していく過程を把握することがで
きる。
注目すべきことに、民情に関する懐疑的な叙述は、この
当時からとある指摘と分かちがたく結びついていた。それ
は、厭戦気分に浸った一部国民のあいだに、敗戦すら生き
延びることができるとの確信が広まっていた、というもの
だ。例えば1944年8月17日付のSD報告によると、「農村
部の住民」は「自らを酷使することがもはや何の価値もも
たず、それどころか無駄でさえある」と考えており、「さ
らにいえば、農民は誰からも必要とされていないため、そ
うした酷使に晒されることはほとんどないのだ」と確信し
ていたという 45。

SDが作成した1945年3月付の二つの民情報告書につい
ては、結局のところ、それまでまだ信奉の姿勢を保ってい
たナチ共同体の内部において、自暴自棄が蔓延していく様
子を記録したドキュメントして読むことができる。ナチ党
の地元幹部は、報告書の作成者が断言するところでは、孤
立感に苛まれていたという。国民はもはや動員不可能なほ
ど「冷淡になっている」とされ、「言うことを聞くそぶり
すらほとんど見せない」のであった 46。党の地元職員は
「事あるごとに、自分たちと広範な国民大衆との間の溝を
感じとっているようだ。例えば、制服のまま街頭に出る、
あるいは交通機関に乗ったとき、彼らはそこで、民族同胞
からの敵意を察知したのである」47。

1945年2月24日付のヒトラーの布告に対しては、党の
幹部ですら「総統はまたもや予言をなさっている」とのコ
メントを投げかけている 48。また1945年3月末の最後の報
告書には、次のような反抗的なコメントが残されている。
皆「理念と総統に従って」いる。しかし、「わが国の数あ
る制服のうち、いずれかを身に着ける者は、誰であろう
と、他の民族同胞が抱くのと同じ疑問、疑念、そして感情
を引きずっているのである」49。統一的な方針については、
もはや話題にものぼらない。つまり「誰しもが自分自身の
観点と意見をもって自立的に動いている」のだ 50。
報告書の作成者たちはその一方で、ナチ党員としてのア
イデンティティに固執し続けた。彼らは1945年3月末の段
階に至ってなお、自らを「国民社会主義に従う者」だと単
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純に定義している。その理由は、敗戦後の状況について、
「つきつめてみれば、ひょっとするとそれほど悪いもので
もないかもしれない」と国民の大部分が気分を落ち着かせ
る中にあって、彼ら自身は「われわれの目の前に最大級の
国民的破局が待ち受けている」ことを自覚していたからだ
とされる 51。
カリスマ的なナチ共同体の自己解釈を分析する際、有益
となる第三の史料は、ヨーゼフ・ゲッベルスの日記であ
る。ゲッベルスはこの日記を、明らかに後世の人びとに読
まれることを意識して口述筆記させている。したがって、
歴史学者がこれを史料批判にもとづき注意深く取り扱うの
は、ごく当然のことである。ただ、ゲッベルスが自らの現
状について、いかなる解釈を後世に伝えようとしたのかに
関心を寄せる場合、こうした記録は、その受け手がどこに
設定されたかを確認することによって、とたんに有益な史
料へと変貌する。というのも、戦争の最後の数ヶ月間、
ゲッベルスが自らのメッセージの宛先にふさわしい後世の
存在として念頭に置いたのは、急進ナショナリストの運動
だったからである。つまるところゲッベルスは、国民全体
と、1945年4月初頭に自らが命名したような「頑固な政治
的少数派」とのあいだの関係性の変化を描き出したのであ
り、さらには、そうした少数派勢力の瓦解とさらなる減少
についても記述している。その際、彼はこのような記述が
未来のナチ共同体を構成するうえでの自己理解を促すと考
えていた 52。
ゲッベルス的な状況認識の輪郭ははっきりとしている。
すなわち、ゲッベルスは1944年の夏から秋にかけての時
期、ナチ活動家が1933年以前の闘争期の経験へと立ち返
り、それにもとづく形で国民を熱狂させ、意志の力によっ
て状況を無理にでも好転させることができると、この期に
及んで確信していた。ところが1945年1月にソヴィエト軍
の攻勢が始まって以降、彼が描くようになったのは、ただ
非力であるだけでなく、厭戦気分ゆえに決戦をサボター
ジュするような国民の姿であった。それゆえゲッベルス
は、1945年2月初頭において、ナチ活動家たるもの「ブル
ジョワ的思考の最後の残骸を［…］捨て去る」べきであ
り、また（レニングラードならびにモスクワの防衛戦に際
するボルシェヴィキの姿を手本とする形で）「住民に対し
て無慈悲に」振る舞わねばならないと説いたのであった 53。
1945年3月末のメモには、「状況は今や、われわれが指導
の面でも、また服従の面でも闘争し、耐え抜き、直立不動
であるかどうかにかかっている。革命的に思考すること、
そしてとりわけ、革命的に振る舞うことが求められている
のだ」と記されている 54。
しかしながら、この大臣はナチ党幹部の中にも弱気と裏
切りが広まっていることを、いよいよ認めざるをえなく
なった。敵地においては、戦闘の意欲を見せる一部のナチ

活動家と、「臆病者や変節漢」がそれぞれ分裂を始めてお
り、後者は戦友を「恥知らずにも見殺しにし」、前線だけ
でなく、共同体それ自体からも逃亡したとされる 55。「今
や党友の多くがぐらついており」、そればかりか、運動全
体が「妥協路線」へと歩みを進めているという 56。1945年
4月初頭、ゲッベルスはすでにナチ党員の大部分がナチズ
ムから離れていったと考えていた。今や彼は、新たに結成
された「人狼部隊」が効果的なパルチザン戦を展開できな
いにしても、ごく少数の「活動家を帝国全土において強固
な共同体へとつなぎとめ」、「革命的精神」に満ち溢れさせ
ることに期待を寄せるほかなかった 57。
第二次世界大戦末期における「古参闘士」の内部事情に
ついて、以上のような診断を総括してみると、そこではあ
るグループの姿が浮かび上がってくる。それはまずもっ
て、社会の内部で世論形成を担うという特権的立場を失
い、自分たちがますます国民の多数派から孤立していると
考え、またそうした観点を記録として残したグループであ
る。「古参闘士」の眼前に広がっていたのは、自分たちが
パーリア（賤民）の烙印を押される未来であった。またそ
の一方で、「古参闘士」の側から見ると、1933年以降に機
会主義的な動機からナチ党に押し寄せた「3月の入党者」
［訳註：1933年3月5日の国会選挙を機にナチ党に入党し
た人びと］は、何らかの闘争を経ずに機能エリートとして
の立場を手に入れ、将来的にもそのポジションを維持する
ことに再度成功するだろうとみられた。
こうした社会的孤立は、運動の中核においてすら共同体
形成の絆が弱まっている（「誰もが自立的に動いている」）
といった洞察をともないながら、党にとどまった残りのナ
チ活動家の態度をぐらつかせ、攻撃性と諦念とのあいだで
揺れ動く不安定な状態へと追い込んだ。そしてこうした諦
念に対抗すべく、彼らは「闘争期」の経験から導き出した
次のような期待を募らせていった。すなわち、革命的精神
を抱き続け、敗戦を迎えてなお「民族共同体」という概念
に命を吹き込み続ければ、敗戦後においてもナチズムの復
活は可能である、と。その際、彼らは必要とあらば暴力も
辞さないと考えていた。

予見された内戦とそこでの暴力

以上のような背景から、今度は考察の第三段階として、
1945年を通じ、ナチ活動家がドイツの一般市民に行使し
た暴力行為を分析する必要が出てくる。ここでは事例とし
て、ある事件から考察を始めてみよう。この事件をめぐる
司法処理は、1945年以降、最も世間の注目を集めることに
なった。それはいわゆる「ペンツベルク殺戮の夜［Penzberger 

mordnacht］」事件であり、その主犯はハンス・ツェーバー
ライン［Hans Zöberlein］という人物だった。
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ツェーバーラインはさまざまな点で「古参闘士」のプロ
トタイプだった。1895年に生まれた彼は、第一次世界大戦
に兵士として参加し、大戦後も市民生活に回帰することは
なかった。まずミュンヘンで義勇軍［Freikorps］の活動に
従事した彼は、その後1921年にナチ党への入党を果たし
ている。党員番号は869番だった。さらに2年後、ヒト
ラー一揆に参加してからは、小説家へと転身し、義勇軍の
叙事詩を中心に執筆活動をおこなった。そこで彼は、この
パラミリタリ部隊が第一次世界大戦後の数年間にわたり、
ドイツ左翼を相手に繰り広げた内戦を、ナチズムの前史と
して描いたのである 58。
ナチ体制がツェーバーラインのことを放っておくはずも
なく、1933年からはミュンヘン市役所に雇い入れることで
彼の生活を支え、また彼の小説にヒトラーの序文をつけ加
えることで商業的成功へと導いた。SAにおいては大佐
［Standartenführer］にまでのぼりつめた。しかし政治的な
面でいえば、ツェーバーラインにそれほど大きな影響力は
なかった。1933年以降の彼は、多くの「古参闘士」と同じ
く、どこか風変わりで自分本位で、新国家の権力構造に簡
単には馴染めない人物だと、仲間内では思われていたので
ある。
しかし1945年3月末になると、ミュンヘンの大管区指導
者パウル・ギースラー［Paul Giesler］がツェーバーライン
のことを思い出し、この義勇軍叙事詩の語り手をオーバー
バイエルンのある部隊の隊長に任命した。それはナチ党の
帝国組織指導者［Reichsorganisationsleiter］であるロベルト・
ライ［Robert Ley］の手で結成された「アドルフ・ヒトラー義勇
軍［Freikorps Adolf Hitler］」の部隊だった。ヴェストファー
レンの「ザウアーラント義勇軍［Freikorps Sauerland］」や
「オーバーシュレージエン義勇軍［Freikorps Oberschlesien］」
などは、純粋に地域的なレヴェルで結成された義勇軍であ
り、大管区指導者たちは1944年末以降、それらを使うこ
とで、選び抜かれた党友からなる独自の戦闘団を生み出し
た。ただ、「アドルフ・ヒトラー義勇軍」の場合はそれら
とまた異なり、ナチ活動家たちの最後の動員を特殊な組織
形態へと流し込む試みだった 59。ライはナチ党のいくつか
の大管区で、当地の大管区指導者を自身のプロジェクトに
参加させることに成功した。とはいえ、各地域に分散した
3,000人以上もの構成員がライの義勇軍にいたとは考えに
くい。

1945年4月半ば、義勇軍の構成員を前にしたザルツブル
ク大管区での演説において、彼らに課せられた任務をライ
は次のように述べている。「ハリネズミ陣を設置し、そこ
でロシア人とアメリカ人が互いに衝突するのを待つ」  　　
つまるところライの義勇軍は、終局に近づいている第二次
世界大戦の部隊よりも、むしろ待望の第三次世界大戦の部
隊たるべきと考えられていたのである 60。またそれと同時

に、こうした編隊やそれに類する編隊を「義勇軍」と呼ぶ
ことは、それらの編隊がヴァイマル共和国初期に活動した
同名のパラミリタリ部隊と同じように、外敵への攻撃に従
事するだけではなく、とりわけナチズムに敵対したドイツ
人に対するテロを拡散すべきである、といった主張の表現
であった。
数百人を擁するツェーバーラインの部隊は、とりわけ

ミュンヘン・ナチ党のメンバーから構成されており、彼ら
は市の交通・公益事業に勤務していた 61。その風貌は、純
粋に1920年代の義勇軍を彷彿とさせるものであった。と
はいえ、彼らがそろいの軍服を意識的に着用していたわけ
ではない。むしろ義勇軍構成員の大多数は平服であり、時
には民族衣装　　それは1920年前後のオーバーバイエル
ンの義勇軍で好まれた服装であった　　を迷彩ジャケット
と組み合わせる形で着用していた。この部隊は「ハンス分
隊［Gruppe Hans］」を名乗っていたが、このような自称
も、その時々に部隊を統率した指揮官の名を冠するヴァイ
マル期義勇軍の慣例に倣ったものである 62。
ミュンヘンの国防軍駐留部隊の一部は、1945年4月28日
に大管区指導者ギースラーに対する一揆を企て、戦闘を回
避する形でオーバーバイエルンをアメリカ軍に明け渡そう
とした 63。そのとき、ツェーバーラインの義勇軍はまず
ミュンヘンの労働者地区であるヴェストエント、それから
オーバーバイエルンの炭鉱労働都市であるペンツベルクを
襲撃し、双方の地で社会民主党員やコミュニストの捜索を
おこなった。ペンツベルクでは、この義勇軍が少なくとも
8人を殺害し、そのうちひとりは妊婦だった。殺害方法
は、被害者を都市の中心部の木に吊るし、縛り首にすると
いうものである。
ツェーバーラインはこの出撃を、内戦の始まりにおける
ナチ秘密組織の行動として演出した。彼は自分がこのペン
ツベルクの事件に居合わせていたことを秘匿しようとし
た。というのも、このとき彼は自らの部隊に対し、あたか
も「人狼部隊」のパルチザン部隊の如くに振る舞うこと
で、一般市民のあいだに恐怖を蔓延させるよう指示してい
たのである。ミュンヘンやペンツベルクにおける暴力行為
の舞台では、ツェーバーラインの部下たちがビラ配りをお
こなった。そのビラの中では、「オーバーバイエルン『人
狼部隊』」が住民に対し、進駐してくる連合国軍と親交を
深めることのないよう警告を発するとともに、「裏切り者
や敵にこびへつらう者には皆」死が待ち受けていると脅し
をかけていた。
こうしたビラは公然と、内戦の言葉遣いを用いていた。

「われわれ」、つまりは「アドルフ・ヒトラーに忠誠を誓い
続けてきた」（継続・反復的な過去を表す未完了過去
［imperfekt］である点に注意が必要である）人びとに対し、
「その生命を危険に晒すような罪を犯した」者は、「遅かれ
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早かれ、破壊的な民衆裁判［Haberfeldtreiben］」の対象と
なるだろう、と 64。義勇軍はむろん、アメリカ軍との戦闘
に及ばなかった。むしろその構成員は、4月29日に自分た
ちの武器をミュンヘン南部の森の中に埋蔵し、その翌日に
は早くもオーバーバイエルンの遠方へと離散していったの
である 65。
ツェーバーラインの部隊は、右翼義勇軍がミュンヘン・

レーテ共和国を流血の末に打倒した1919年の春が、あた
かも1945年の春に再演されているかのようなアジテー
ションをおこなった。その意味でこの出来事は、終戦間際
の数週間にわたりナチ体制がおこなった「内向きの内戦
［Bürgerkrieg nach innen］」（ハンス・モムゼン）として特徴づ
けられる広範な現象の一部であった。ただし、これを「内
戦」と捉える見方は、ツェーバーラインとその共犯者に
よって殺害されたドイツ人被害者が、ほとんど何の暴力も
振るわなかったという点において、あまり適切ではない 66。
被害者については、基本的に3つのグループに分類可能
である。第一に、暴力はヴァイマルの民主主義的諸政党、
カトリック教会、ないしはコミュニストを代表する人びと
に向けられていた。つまりここでは、地元において潜在的
な対抗エリートを構成する人びとが、予防措置的に抹殺さ
れたのである。例えばレーゲンスブルクでは1945年4月
24日、大管区指導者ルートヴィヒ・ルックデシェル
［Ludwig Ruckdeschel］が、イエズス会士にして司教座教会
の司祭であるヨハネス・マイヤー［Johannes maier］と並ん
で、当地のカトリシズムを代表する名士を公開で縛り首に
処した 67。
第二の、群を抜いて最大規模の被害者グループとなるの
が、間近に迫る前線を目の前にしながら戦わず、自らの居
住地を率先して連合国軍に明け渡した一般市民である。彼
らは白旗を揚げるか、戦う意志をもつヒトラー・ユーゲン
トのメンバーを武装解除する、ないしはその他諸々の「敗
北主義」行為に及んだとされる。ナチ民族共同体からの離
脱はこの場合、地元における種々の共同体の再活性化と同
時並行的にみられた現象だった。生き残りたいという意欲
は、今や「総統、民族、そして祖国」を生き残らせるとい
う意欲をも上回ったのである。そして第三に、暴力は結局
のところ　　ブラウンシュヴァイクの事例にみられるよう
に　　ほんの数日前までナチ共同体の構成員でありなが
ら、そこから離脱した人びとに向けられた。
関連する40を超えた判決の評価は、ヒトラーのカリスマ

的共同体の構成員として、最後まで暴力的なアジテーショ
ンをおこなったナチ活動家たちのプロフィール、そして動
機の在り処に注目を促す 68。「狂気［Wahnsinn］」、「自暴自
棄［Verzweiflung］」、あるいは「ファナティシズム」といった
単語は、数多くの出版物で用いられながらも、ほとんど何
も説明していないに等しい。代わりに重きを置くべきは、

一度時代をさかのぼって、ナチ支配体制の構造や「古参闘
士」の経験共同体に目を向けるやり方である。私見では、
ラインハルト・コゼレックが発展させた説明モデル　　つ
まりは複数の主体における「経験空間［Erfahrungsraum］」
と「期待の地平［Erwartungshorizont］」との交錯から歴史
的行為を解き明かす手法　　を採用することによって、病
理学的診断に頼ることなく、加害者における暴力を辞さな
い態度［Gewaltbereitschaft］を理解し、また説明すること
が可能となる。そうした態度はつまるところ、1920年以降
におけるヒトラーのカリスマ的共同体の経験と、その共同
体が「総統」に向けて示した模範的な基本姿勢や急進ナ
ショナリズム、そして新たな戦後・「闘争期」に対する期
待が混じり合う中で生み出されたものだった 69。
ナチ体制の終焉　　そして同時に、ナチ共同体の組織的
な足場の終焉　　は、その構成員からみれば、15年から25

年にわたり馴染んできた唯一の存立形態の終焉を意味して
いた。戦争の継続を民族同胞や党友に拒絶されたことは、
共同体の側からすれば、自らの存在そのものに対する直接
的な攻撃にほかならなかったのだ。彼らは最後まで一貫し
て、1945年の中にいかなるオルタナティヴも見出さなかっ
た。ただし、とりわけその期待の地平は、ある確信のもと
に描き出されていた。それは彼らが政治参加を開始した
1918年以降の経験が、1945年において再演されるとの確信
である。
これとは反対に、地元のナチ幹部は、厭戦気分に沈んだ
隣人を好きなようにさせておくことにした。このようなナ
チ幹部たちは、基本的に党だけでなく、それ以外の地域的
ネットワークともつながり有するような人びと、例えば農
民や村落学校の教員であった。したがって彼らは、暴力的
な決戦が断念された際、そこに平和的な未来という自分た
ち自身にとっての好機を見出したのである 70。
暴力を行使する前段階において、加害者たちは数日間、
場合によっては数週間ものあいだ、空間的な面でも自らの
共同体へと回帰し、社会の大部分から孤立していった。つ
まり彼らは、ナチの管区指導部の事務所や市庁舎におい
て、あるいはナチ幹部のために残されていた掩体壕の中で
ともに夜を明かすか、ないしは「アドルフ・ヒトラー義勇
軍」のような内戦の実働集団に統合されたのである。「闘
争期」のロマン化は、彼らの中で規範的となるような態度
を、とりわけ「総統」との関連において形づくった。そし
て彼らは、1940年代後半から1950年代初頭にかけて開かれ
た法廷においてさえ、そのような態度を再度示したのであ
る。
たいていの場合、加害者たちの暴力行為を突き動かして
いたのは、自分たちが昔とは違い「民族同胞」をもはや思
い通りにできなくなっている、という具体的な経験であっ
た。「民族同胞」とされた人びとは、禁止を振り払う形で
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白旗を掲げ、対戦車障害物を取り除き、あるいはその他の
行為によって、連合国支配下の未来に順応するための準備
をおこなった。これに対してナチ活動家は、いかなる未来
が到来しようと、それを受け入れることができなかった。
「われわれが退くとき、それは他の連中もともに退くとき
だ。奴らがわれわれに勝利するなどということは、あって
はならない」と、ヴェッツラーの管区指導者は、ある老人
を縛り首に処す前に宣言した。その老人は、アメリカ人に
対して自分がナチでないことを証明しようと、その旨を記
したボール紙製の看板を自宅前に掲げたのであった 71。
一部では、殺害に際して1920年代のフェーメ殺人

［Fememorde］のスタイルが採用され、遺体が森の中や街
頭の脇に置き去りにされた。遺体には手書きのボール紙製
掲示板が添えられたが、そこに記されたのは、「人狼部隊」
が裏切り者全員を同じ目にあわせるという脅し文句であっ
た。まだ体制側の統制下にあった都市では、新聞各紙が殺
人について報じた。そこでは、このような殺人事件そのも
のが、前線地域にナチのゲリラ部隊が存在する何よりの証
拠として利用されたのであった。
国民突撃隊の特別編隊の構成員は、1945年4月14日にオ
ルデンブルク大管区指導者パウル・ヴェーゲナー［Paul 

Wegener］の指示のもと、ある農民を射殺した。その農民
は、イギリス軍の進駐を心待ちにしていると、包み隠すこ
となく公言したのであった。その射殺のあと、大管区指導
者は新聞雑誌において、次のような声明を発した。「ドイ
ツ人としての自覚をもつ」名もなき「男女」が、「売国奴
［Vaterlandsverräter］」に対する「民族の裁き［Volksurteil］」
を口にし、「ドイツの名誉を守る復讐者」としてその執行
に及んだのである、と 72。ナチ・プロパガンダが伝えよう
としたのは、このような殺人とそれに類する殺人が、今や
見通しのきかないほどの崩壊状態に陥ったナチ国家の機構
がもたらしたものではなく、むしろナチ活動家の手により
自主的に結成された新たな組織の手によるものである、と
いうことだった。そこでは、ナチ活動家がその国家をなん
とか存続させ、第一次世界大戦後の数年間に範をとりつつ
戦闘を継続しているとされた 73。
ヒトラー自身はといえば、首相官房地下の掩体壕におい
て、自分自身の没落、そしてドイツの没落を、後世の人び
とが英雄的な自己犠牲への歩みとして理解するような「歴
史的魅力をもつ出来事として演出」することに苦心してい
た 74。そうした中、彼のあとを追って自殺するか、ないし
は戦闘で命を落とすような信奉者は、ごく一部にとどまっ
た。逆に「古参闘士」の多くは、自らの地域的支配が崩壊
する最後の日においてなお、その翌日に自らが逃亡をはか
ることを理由として、政治的な敵対者や敗北主義者とみら
れる人びとを殺害し、その行為に何の矛盾も感じていな
かった。ただし、このように一見すると矛盾する双方の行

為は、それらが次なる戦後と、それにともなう次なる「闘
争期」への移行手段として理解されていた点で、むしろ同
じ意味を有していたのである 75。

あいつらのナチズム

最後に、これまで検討してきた「古参闘士」の暴力行為
が、終戦をまたいでどのような意味を獲得したのかを問題
とすることにしよう。第一次世界大戦後に倣い、1945年を
経てなお、急進ナショナリストの大衆運動やパラミリタリ
の内戦部隊を新たに結成しようとしたナチ活動家の試み
は、周知のとおり、すべて挫折した。一般市民に対する最
後の暴力行為と、その直後に散見された現地のナチ幹部の
逃亡　　この組み合わせは、英雄的な没落を物語る出来事
としてではなく、むしろナチズムが自民族にテロを行使す
るような支配体制にほかならず、また卑劣にも自民族を見
殺しにしたことの明白な証拠として、その後のドイツ社会
で想起され続けることになる。
例えば、1945年から1950年代末にかけて、西ドイツ法廷
で繰り広げられたナチの暴力犯罪に関する裁判のうち、戦
争末期の最後の数ヶ月間における加害行為を主題として
扱ったものは、半数にものぼった。そして一連の裁判で
は、ナチ党の活動家ないしはSS部隊がおこなったドイツ
の一般市民に対する殺人行為が、またしても中心的な話題
となった。その数は、ドイツ人をナチズムの本来的な被害
者として位置づけようという社会全体の欲望を物語るに十
分なものであった 76。
ナチ活動家がドイツの一般市民に対して振るった暴力

は、クラウス=ディートマー・ヘンケが述べたように、実
際には「『非ナチ化過程の』経験的ショック」へと帰結す
ることになる 77。だが、そうした暴力事件を対象に、報道
での公表をともなう形で進められた司法審理は、戦後西ド
イツにおける普通の人びとのために、ここで審議された加
害者と被害者の配置関係を手本としながら、自らをナチ体
制の潜在的な被害者の中に位置づける機会を提供したので
ある。
これに対し、同時期のドイツ民主共和国（DDR）　　こ

の点については補足にとどめる　　では、1933年にコミュ
ニストや社会民主党員への虐待ないし殺害に及んだナチへ
の訴訟が前景化した。そしてここでも、西ドイツとはまた
異なる条件枠組みのもと、自陣営の政治的秩序を担った人
びとを、ファナティックなナチスという少数派勢力に虐げ
られた、初期の実質的・潜在的な被害者として描くこと
で、その存在を正当化するという動きがみられたのである。
西ドイツの裁判は、「われわれ」対「あいつら」という
二元的な座標軸を設定した。結局のところ、1945年春の段
階で厭戦気分に陥り、自身に直結する生活環境を破壊する
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ことの無意味さを悟ったドイツ人は、すべて「われわれ」
の中に組み入れられた。と同時に、このような洞察力を有
していたにもかかわらず、責任感ゆえにナチの上官の言い
なりになってしまった人間もまた、ドイツ人への暴力を一
度たりとも行使していない限りにおいて、「われわれ」の
一部となった。法廷は被害者のバイオグラフィにもとづく
形で、はっきりと次のように表明した。被害者もまた多く
の場合、党員という正式な意味でのナチではあったが、前
線が近づき、隣人の生存が脅かされる試練に直面する中
で、彼らは隣人との連帯を選び、真のナチである狂信的な
「あいつら」との友情を反故にする決断を下したのだ、と。
例えば1947年のマインツ地方裁判所では、降伏もやむ

を得ないと考えた国民突撃隊の指導者が、1945年3月にナ
チ活動家から殺害されたという事件について審理がなされ
たが、そこでは裁判官が、ナチ党に所属していた目撃者た
ちの証言に、それぞれ正当な価値があると認めたのであっ
た。殺人犯の荒々しい態度は、目撃者のあいだに嫌悪感を
広めたとされ、また被害者自身もナチではあったが、狂信
者と目される殺人犯とは明らかに異なり、立派な人間だっ
たとされる 78。狂信者と、党員であるなしにかかわらず立
派な態度をとったドイツ人との識別は、次なる段階におい
て、1945年以前における証言者自身の振る舞いにポジティ
ヴな新解釈を施すことを可能にした。
アルベルト・シュペーアのもと、軍備統括責任者という
最も重要な役割を担っていたヴァルター・ローラント
［Walter Rohland］はすでに終戦直後、イギリス占領軍政府
に宛てた陳情書において、ルール地方のインフラを破壊す
るという急進的狂信者の計画を、自分が終戦時に阻止した
のだ、との主張を展開していた。しかし彼はそれにとどま
らず、ナチ党の党員を全体として2つのグループに腑分け
するための契機に、この主張を利用したのである。つまり
一方では、権力掌握以前の段階ですでに党に合流していた
アクティヴィスティックな急進派に、しかし他方では「誠
実で建設的な批判をおこなうことで」、当然「尋常でない
ほどの危険にその身を晒しながらも」、「党の急進的な傾向
を理性的な方向へと転換させる」という目的を胸に、1933

年以降ナチ党に入党した自分のような男たちに 79。
本稿で取り上げた裁判手続きでは、残念ながらユダヤ人
迫害が問題とされることはなかった。しかし、にもかかわ
らず、裁判はもし可能であれば、被告人となった1945年
以前のナチ活動家たちが、そうした迫害にも加わっていた
ことを指摘した。その効果として生み出されたのが、アウ
シュヴィッツでガス殺されたユダヤ人から、1945年に自分
の村を破壊することに反対の声をあげたナチ党の支部指導
者までをも含んだ、たったひとつの大きな被害者グループ
であった 80。
今や有罪判決が下された1945年春の暴力は、その後の

時代において、ドイツ社会のダマスカス体験［訳註：『新
約聖書』において、ユダヤ教徒サウロがダマスカスに向か
う途中、キリスト教徒パウロへと回心したエピソードに由
来］として理解された。つまりマインツ地方裁判所は、前
述した事件について1947年に次のような判決を下してい
る。「当地において、国民社会主義の明白な支持者に対し
て遂行されたテロ行為は、このように、純粋に学問的な意
味で検証可能な事件として、ヒトラー独裁の事件、本質、
性格を明らかにする機会を提供したのである」。それによ
り、ヒトラー独裁の犯罪的な本性が、「超党派的に、そし
てわれわれの文化が数千年にわたり伝えてきた、正義とい
う普遍的な原理原則と、倫理という永遠不滅の原理原則に
もとづきながら」、疑いの余地なく証明されたのだ、と 81。
この判決は、同様の事件におけるその他の判決と同じ

く、加害者を病的で「盲目的な思い込み」にもとづき行動
した人間として描いた。彼らは　　1945年の普通のドイ
ツ人との比較において　　まさに人類学的な意味で全く異
なる性質をもつ存在とされたのである 82。マインツの裁判
官はその上さらに　　とあるナチの闘争概念をアイロニカ
ルに転用したのか、それともそれを自分のものとして習得
していたのかは定かでないものの　　 「人間以下の党員
［Parteiuntermenschen］」という言葉すら用いたのだった 83。
しかしこうすることで、ナチズムを全体として、「あいつ
ら」の仕業だと理解することが可能となったのである。
このような西ドイツ社会における、かつての暴力的なエ
リートとの決別は、今日的な視点からナチズムの不当性を
証明することにつながった。それは確かに邪な動機にもと
づくものではあったが、間違いなく有効な手段ではあっ
た。そしてわれわれはここに、ひとつの橋を見出すことが
できる。その橋を渡ることで、かつてのナチ「民族共同
体」のメンバーは、連邦ドイツの民主主義という、川の向
こう側へと足を踏み入れることができたのである。

〈付記〉本稿は、Patrick Wagner, »›Die letzte Schlacht der alten 

kämpfer.‹  isolation ,  Vergemeinschaftung  und Gewalt 

nationalsozialistischer Aktivisten in den letzten kriegsmonaten 

1945«, in: mittelweg 36 24 (2015), H. 4, S. 25–50の全訳であ
る。オリジナル論文は、ハンブルク社会研究所［Hamburger 

institut für Sozialforschung］の雑誌mittelweg 36の2015年8/9

月号で組まれた特集「暴力に向き合う［Der Gewalt ins 

Auge sehen］」に掲載されており、本特集には著者である
ヴァーグナー氏のほか、ヤン・フィリップ・レームツマ［Jan 

Philipp Reemtsma］、ミヒャエル・ヴィルト［michael Wildt］、
ヴォルフガング・クネープル［Wolfgang knöbl］、ウルリケ・
ユライト［Ulrike Jureit］、ファヴィオ・アイヒマン［Flavio 

Eichmann］、マティアス・ホイスラー［matthias Häußler］と
いった諸氏が、それぞれ暴力をテーマとする論文やコメン
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トを寄せている。
小野寺拓也氏の研究に代表されるように、近年は日本の
学界でも「民族共同体」を単なるナチのスローガンとして
片付けることなく、その社会的機能と経験、そして第二次
世界大戦末期における変容と戦後への連続性を重視する傾
向が強まっており、また「古参闘士」の問題についても大
曽根悠氏がすでに検討を始めている。そうした中で本稿を
訳出することは、今後の議論の発展にとって大きな意義を
もつと訳者には思われた。
コゼレック史学の手法に依拠することで、戦争末期のナ
チ活動家らが「闘争期」経験をリフレインし、新たな「戦後」
を展望しながら殺戮行為に及ぶさまを明らかにした本稿
は、ナチズム研究や加害者研究としてはもちろんのこと、
経験史研究としても高い水準をもち、「経験」のもつ歴史
的な重層性と重要性に改めて注目を促している。またここ
でメインの史料として扱われるのは、ゲッベルスの日記や
民情報告、戦後の裁判記録など、日本の大学図書館でも比
較的容易に手に取ることのできる刊行史料である。使いつ
くされた史料でも、読み方次第では新たな光を宿す　　歴
史学にとっては古典的な教えであるが、それをいかに実践
するかを考えるうえでも、本稿から学ぶべきところは大き
い。
訳出にあたり、一般的でない人名や組織名、原語表記が
必要と思われる単語については、［ ］を使い本文中に原語
を併記した。また訳者による註釈も［訳註：］の形で本文
中に挿入している。なお、原論文の註34で»Friedrich 

Schörner«と表記されている人名は、»Ferdinand Schörner«の
誤りである。この点については、著者のヴァーグナー氏に
確認をとったうえで修正をおこなっている。
最後に、今回の訳出を快諾してくださったヴァーグナー
氏、拙訳に目を通してくださった星乃治彦氏、そして演習
の名のもと翻訳作業につきあってくれた九州大学文学部西
洋史学研究室の学生諸氏に心から感謝申し上げたい。
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要と思われたのである。Gerhard Förster / Richard Lakowski (Hg.), 
1945. Das Jahr der endgültigen Niederlage der faschistischen 
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東京大学ドイツ・ヨーロッパ研究センター
『ヨーロッパ研究（European Studies）』論文・研究ノート募集

　東京大学大学院総合文化研究科附属グローバル地域研究機構ドイツ・ヨーロッパ研究センターの研究紀要『ヨーロッパ研
究（European Studies）』（電子ジャーナル）の2019年12月刊行予定号に掲載する電子ジャーナル論文および研究ノートを以下
の要領で募集します。

『ヨーロッパ研究（電子ジャーナル）』募集要領

 1 ．執筆資格
　　 1 ）東京大学大学院に籍を置く学生ならびに教員。
　　 2 ）その他、ドイツ・ヨーロッパ研究センター執行委員会が適当と認めた者。

 2 ．投稿論文・研究ノートの提出
　　 1 ） 投稿希望者は2019年7月19日（金）15時までに journal@desk.c.u-tokyo.ac.jp宛にデータを送付

すること。その際に、必ず添付した送付ファイルの形式を明記すること。また、同日までに
A 4用紙に印字した本体、表紙、要旨を各3部、ドイツ・ヨーロッパ研究センター事務室まで
郵送提出すること。（同日消印有効）

　　 2 ）�7月30日（月）夕方までに受領確認のメールが届かない場合には、ドイツ・ヨーロッパ研究
センター事務室まで問い合わせること。

　　 3 ）�匿名査読のため、論文・研究ノートの表紙は本体とは別にし、論文題目（日本語と英語の題
目は必須、ドイツ語、フランス語で本文もしくは要旨が書かれている場合には該当言語でも
明記すること）、氏名、所属、指導教員名（学生の場合）、住所、電話番号、メール・アドレ
ス、欧文（日本文）校閲者、文字数（脚注、文末脚注、図表およびスペースを含める）を明
記すること。論文本体には、以上のうち論文題目のみを記載すること。

　　 4 ）�論文（研究ノート）には必ず要旨を付ける。要旨は論文（研究ノート）本体が日本語の場合
には英語、ドイツ語、フランス語のいずれかの言語で、論文（研究ノート）が上記のヨー
ロッパ言語の場合には日本語で書くものとする。要旨にも該当言語での題目をつけること。

　　 5 ）�欧文で執筆する論文（研究ノート）並びに要旨は必ず然るべきネイティブ・スピーカーの校
閲を経ること。欧文校閲者の名前と身分を必ず表紙に明記すること。なお、日本語が母語で
ないものが日本語の論文（研究ノート）並びに要旨を執筆するさいも、表紙に日本語校閲者
を明記すること。

 3 ．論文の条件
　　 1 ）未発表のものに限る。
　　 2 ）主題は、ドイツ・ヨーロッパに関連するもの。
　　 3 ）使用言語は、日本語、英語、ドイツ語、フランス語とする。
　　 4 ）�論文の長さは、本文、脚注、図表を含めて、日本語の場合、20, 000字以上28, 000字以内、欧

文の場合、6, 000ワード以上8, 000ワード以内とする。特に、上限字数については厳守するこ
と。上限字数を越える原稿は審査の対象外となることがある。また、匿名査読のため、論文
本体および要旨には、執筆者を特定できるような記述はしないこと。

　　 5 ）論文要旨の長さは、邦文については1,600字、欧文については800ワード以内とする。
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 4 ．研究ノートの条件
　　 1 ）未発表のものに限る。
　　 2 ）主題は、ドイツ・ヨーロッパに関連するもの。
　　 3 ）使用言語は、日本語、英語、ドイツ語、フランス語とする。
　　 4 ）�研究ノートの長さは、本文、脚注、図表を含めて、日本語の場合16, 000字以内、欧文の場合

には4, 500ワード以内とする。字数を厳守すること。また、匿名査読のため、研究ノート本
体および要旨には、執筆者を特定できるような記述はしないこと。

　　 5 ）研究ノートの要旨の長さは、邦文については800字、欧文については400ワード以内とする。

 5 ．論文・研究ノートの審査
　　 1 ）�論文等の採否はドイツ・ヨーロッパ研究センターが決定し、審査結果は9月下旬までに連絡

する予定である。
　　 2 ）審査の結果、書き直しを求める場合がある。
　　 3 ）�ドイツ語、英語で執筆された論文、ドイツ研究、ドイツに関連したヨーロッパ研究、ヨー

ロッパ全体にかかわる研究にかんする論文が、掲載にあたって優先される。
　　 4 ）�論文等が採用された場合、10月から12月にかけて校正を行う必要があるので、留意するこ

と。掲載が認められても校正時に連絡が取れない場合、不掲載となることもある。

 6 ．問い合わせ先および原稿送付先
　　東京大学大学院総合文化研究科附属グローバル地域研究機構
　　ドイツ・ヨーロッパ研究センター
　　153-8902

　　東京都目黒区駒場3－8－1　9号館3階313号室
　　TEL/FAX 03-5454-6112

　　E-mail: journal@desk.c.u-tokyo.ac.jp
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